
平成２４年２月２９日 
於：産業プラザ会議室 

 

世田谷区基本構想審議会第３部会（第１回） 次第 

 

議 題 

 

１．第１回審議会で課題とした事項の確認について 

（１）部会運営のルール 

（２）区民参加の取組み 

（３）全体スケジュール 

 

２．部会の議論テーマと論点、今後の日程について 

 

３．その他 

 

配付資料 
【事前配付資料】 

資料１ 部会運営ルール 
資料２ 区民参加の取組み 
資料３ 全体スケジュール 
資料４ 部会の議論テーマ、論点のアンケート 
資料５ 部会日程調整のための調査表 
資料６ 第２回目以降のスケジュールについて 
資料７ 最近の社会動向について 

  ≪参考資料≫ 

○世田谷区基本構想審議会第１～第３部会参考資料（テーマに関連する行

政計画・方針・現況等）（３組） 

  ○世田谷区基本構想審議会第３部会資料（第１回部会追加資料）（３分冊） 

【当日配付資料】 

  資料８ 部会員名簿 
資料９ 基本構想の策定について 
資料 10 部会の議論テーマ、論点案 
資料 11 区民意識調査、区政モニターアンケート調査項目事前アンケート 
○世田谷区基本構想シンポジウム（チラシ） 



 

世田谷区基本構想審議会部会運営ルール 

H23.2.10 

《審議会での意見》 

・部会は分け方を厳密にするよりも、他の部会にも自由に参加できるようにするほう

が生産的ではないか。 

・各回のテーマごとにコーディネータを決めて運営してはどうか。 

・部会も審議会と同様に、公開とすべきだ。 

《運営ルール》 

（１）部会の構成 

以下の構成で部会を設置する 

※第１部会「コミュニティ・地方自治」で、部外参加者として外国人を招請し、在住

外国人も含めたコミュニティのあり方について議論する。他の部会の議論において

も、必要に応じて在住外国人の方に参加していただく。 

（２）他部会への参加 

・委員は、他の部会に参加し、共に議論することができる。 

・開催日程の調整、議事進行など、部会の運営に係る事柄については、部会に所

属する委員の協議により決定する。 

・部会の開催日程は、審議会委員全員に周知する。 

（３）部会長、副部会長 

・審議会会長の指名により、各部会に部会長１名、副部会長１名を置く。 

・部会長は、各部会の議論を整理、審議会に報告する。 

・副部会長は、部会長を補佐し、報告文書の作成等を行う。 

・審議会会長、会長職務代理と、各部会長とで、「起草委員会」を作り、答申案

文の起草と、各部会の連絡調整を行う。 

（４）テーマ別担当者 

・各部会で個別のテーマを議論するにあたり、必要に応じてそのテーマを専門と

する学識経験者等が「テーマ別担当者」となり、資料提供、事例紹介を行う。 

（５）部外参加者 

①区職員 

・部会のテーマに関連する所管部課の職員（部課長）が参加し、関連するデータ、

資料提供、施策の事例等を紹介する。 

・必要に応じ、所管部課の審議会の委員などと共に参加する。（部会長と調整） 

②外部学識経験者、区民等 

・部会長は、必要に応じて外部の学識経験者や区民等を招請することができる。 

（６）部会の公開 

・部会は原則として公開で実施する。（部会長が特に必要と認める場合は除く） 

・議事録は発言者の氏名も含め、公開とする。 

・部会資料の公開、傍聴の規則等は、審議会に準じた取扱いとする。 

部会 視点 構成員（敬称略） 人数 

第 1部会 コミュニティ・地方自治、情

報・コミュニケーション 

森岡、大杉、宮台、竹田、宇田

川、松田、上島、桜井 

８人

第 2部会 街づくり、防災、環境・エネル

ギー、産業・仕事、芸術文化 

飯田、小林、永井（多）、松島、

桑島、永井（ふ）、高橋、村田 

８人

第 3部会 子ども、青少年、教育、福祉・

保健・医療、男女共同参画 

大橋、坂東、森田、大森、宮田、

上野、宮本、風間、田中 

９人

資料１ 資料１～資料７（事前配布） 
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区民参加の取組み 

 
第１回審議会での意見を踏まえ、区は、区民の意見や提案を審議会の議論に反映していく

ために、以下の取組みを実施していく予定です。 
 
《審議会での意見》 

・区民の意見を聞くだけでなく、積極的な参加のプロセスを重視すべきではないか。 
・区民の意見を聞く期間と、審議会の中間のまとめを行う時期とが近すぎないか。 

 

《実施予定》 

（１）無作為抽出方式の区民ワークショップ（平成 24 年 6 月下旬実施予定） 
・住民基本台帳データから無作為抽出した 1,000 人（18 歳以上、性別、年代、地

域等を考慮する）のうち、参加意向を示した方を対象に実施する。 
・１日（午前、午後）で集中的に議論を行う。テーマ（例：20 年後の区の将来像）

や進め方（例：世代別、世代間交流、地域別といった編成）等は今後詰めていく。 
・議論の結果を、審議会・部会の資料として活用する。 
 

（２）（仮称）基本構想区民意見・提案発表会（平成 24 年 11～12 月で２回程度予定） 
・新たな基本構想、基本計画の策定に向けて、様々な分野で活躍されている団体や

区民からの意見・提案等を審議会委員や区の前で発表する場とする。 
・参加者は公募するとともに、６月の区民ワークショップの参加者にも呼びかけを

行っていく。 
 
（３）冠シンポジウム（平成 24 年 5 月以降実施予定） 

・区が主催する様々な分野におけるシンポジウムにおいて、新たな基本構想・基本

計画の策定について周知を図るなど、区政に対する関心を高めていく。 
 
（４）子どもの意見・提案 

・区民無作為抽出の対象外である 18 歳未満の「子ども」世代については、既存の

取組み等を活用し、意見、提案を求める。 
 

（５）区政モニター（5 月下旬実施予定） 
・区政モニター登録者 200 人にアンケート調査を行う。（電子メール、郵送） 

 
（６）区民意識調査（6 月上旬実施予定） 

・無作為抽出区民 4,000 人にアンケート調査を行う。（郵送） 
 
（７）アンケート調査（10 月頃実施予定） 

・審議会部会の第１ステージの議論等を踏まえて、アンケート調査を実施する。 
 

資料２ 



基本構想審議会スケジュール          資料３ 

 
               基本構想審議会               区民参加・意見集約等 

部会第２ステージ 

部会第１ステージ 

起草委員会 

１月～２月 
 第３部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討

１月～２月 
 第１部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討 

１２月 第４回審議会 
１ 基本構想（たたき台）について 
２ 基本計画の骨格について

３月３０日 第２回審議会 
１ 部会の議論テーマの整理、決定 
２ 各部会に共通する課題について 

１０月下旬 第３回審議会 
１ 各部会の議論の報告 
２ 基本構想の理念について 
３ 区の将来像について

５～１０月上旬 
第１部会（5 回想定） 
 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論） 
２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理） 

５～１０月上旬 
第 2 部会（5 回想定）

 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論）

２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理）

オープン部会（区民が参加できる）の実施（10 月頃） 

５～１０月上旬 
第 3 部会（5 回想定） 
 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論） 
２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理） 

６月 第８回審議会 
１ 基本構想、基本計画大綱答申 

１月～２月 
 第２部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討

４月 第６回審議会 
答申内容について 
１ 基本構想（案）について 
２ 基本計画大綱（案）について

起草委員会 
５月 第７回審議会 
１ 答申案について 

起草委員会 

３月 第５回審議会 
１ 基本構想（素案）について 
２ 基本計画大綱（素案）について 

・基本計画の主要課題、重点政策

起草委員会 

１２月１３日 第１回審議会 
１ 諮問 
２ 基本構想・計画の構成イメージ 
３ 世田谷区の現況について 
４ 委員自己紹介 

各委員個別調整 

２月 23,28,29 日 第１回部会 
１ 審議会・部会運営の確認事項 
２ 部会の議論テーマの整理、部会開

催スケジュールの調整 

審議会・部会運営の調整 

 
 
 
 

平成

24年 

６月～８月 
子ども参加の取

組み 

６月 
区民意識調査 

５月 
区政モニター

アンケート

３月１６日 基本構想シンポジウム 

４月 基本構想シンポジウム 
 

１０～１１月（冠シンポ

ジウム） 
・区政 80 周年イベント 
・せたがや未来博 
・せたがや介護の日 
・東京みどりの研究会フ

ォーラム 
・男女共同参画啓発講演

会（仮） 
 
ほか 

５～1１月 
 
冠シンポジウムをはじめ

とする様々な区民が集ま

る場での周知・ＰＲ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
区民まつり、その他イベ

ント等 
 

６月 区民参加ワークショップ 
テーマ「20 年後の区の将来像」 

・１日討論会。年代別、世代間、地域別の

いずれの視点からも議論を行う 
・無作為抽出の区民より参加者を募る 

７月（冠シンポジウム）

教育フォーラム

６月（冠シンポジウム）

環境月間シンポジウム 

 
 
 

１０月 区民アンケート調査の実施 

 
 
 
 
 

１１月～１２月 （仮称）基本構想区民意

見・提案発表会（２回想定） 
各種団体・区民が、策定にむけての提案を

審議会委員、区の前で発表する場とする。 

区民参加の取組み 

平成

25年 

６月 パブリックコメント 
１ 基本構想（案） 
２ 基本計画 (素案)

基本構想     ： 平成２５年９月 区議会に提案 

基本計画、実施計画： 平成２５年３月より検討⇒平成２６年２月議会報告 



平成２４年２月２８日 
於 ： 庁 議 室 

 

世田谷区基本構想審議会第１部会（第１回） 次第 

 

 

議 題 

１．第１回審議会で課題とした事項の確認について 

（１）部会運営のルール 

（２）区民参加の取組み 

（３）全体スケジュール 

 

２．部会の議論テーマとその論点、日程調整について 

 

３．その他 

 

配付資料 
【事前配付資料】 

資料１ 部会運営ルール 
資料２ 区民参加の取組み 
資料３ 全体スケジュール 
資料４ 部会の議論テーマ、論点のアンケート 
資料５ 部会日程調整のための調査表 
資料６ 第２回目以降のスケジュール調整表 
資料７ 最近の社会動向について 

  世田谷区基本構想審議会第１部会 

《参考資料》テーマに関連する行政計画・方針・現況等 

【当日配付資料】 

  資料８ 部会員名簿 
資料９ 基本構想の策定について 
資料 10 部会の議論テーマ、論点案 
資料 11 区民意識調査、区政モニターアンケート調査項目事前アンケート 
資料 12 区民一人あたりの税負担額とその使われ方 
資料 13 世田谷区の年齢別世帯類型 
資料 14 世田谷区の年齢別区民税額 
資料 15 世田谷区における自殺に関する統計 
 
世田谷区基本構想シンポジウム（チラシ） 



 

世田谷区基本構想審議会部会運営ルール 

H23.2.10 

《審議会での意見》 

・部会は分け方を厳密にするよりも、他の部会にも自由に参加できるようにするほう

が生産的ではないか。 

・各回のテーマごとにコーディネータを決めて運営してはどうか。 

・部会も審議会と同様に、公開とすべきだ。 

《運営ルール》 

（１）部会の構成 

以下の構成で部会を設置する 

※第１部会「コミュニティ・地方自治」で、部外参加者として外国人を招請し、在住

外国人も含めたコミュニティのあり方について議論する。他の部会の議論において

も、必要に応じて在住外国人の方に参加していただく。 

（２）他部会への参加 

・委員は、他の部会に参加し、共に議論することができる。 

・開催日程の調整、議事進行など、部会の運営に係る事柄については、部会に所

属する委員の協議により決定する。 

・部会の開催日程は、審議会委員全員に周知する。 

（３）部会長、副部会長 

・審議会会長の指名により、各部会に部会長１名、副部会長１名を置く。 

・部会長は、各部会の議論を整理、審議会に報告する。 

・副部会長は、部会長を補佐し、報告文書の作成等を行う。 

・審議会会長、会長職務代理と、各部会長とで、「起草委員会」を作り、答申案

文の起草と、各部会の連絡調整を行う。 

（４）テーマ別担当者 

・各部会で個別のテーマを議論するにあたり、必要に応じてそのテーマを専門と

する学識経験者等が「テーマ別担当者」となり、資料提供、事例紹介を行う。 

（５）部外参加者 

①区職員 

・部会のテーマに関連する所管部課の職員（部課長）が参加し、関連するデータ、

資料提供、施策の事例等を紹介する。 

・必要に応じ、所管部課の審議会の委員などと共に参加する。（部会長と調整） 

②外部学識経験者、区民等 

・部会長は、必要に応じて外部の学識経験者や区民等を招請することができる。 

（６）部会の公開 

・部会は原則として公開で実施する。（部会長が特に必要と認める場合は除く） 

・議事録は発言者の氏名も含め、公開とする。 

・部会資料の公開、傍聴の規則等は、審議会に準じた取扱いとする。 

部会 視点 構成員（敬称略） 人数 

第 1部会 コミュニティ・地方自治、情

報・コミュニケーション 

森岡、大杉、宮台、竹田、宇田

川、松田、上島、桜井 

８人

第 2部会 街づくり、防災、環境・エネル

ギー、産業・仕事、芸術文化 

飯田、小林、永井（多）、松島、

桑島、永井（ふ）、高橋、村田 

８人

第 3部会 子ども、青少年、教育、福祉・

保健・医療、男女共同参画 

大橋、坂東、森田、大森、宮田、

上野、宮本、風間、田中 

９人

資料１ 資料１～資料７（事前配布） 
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区民参加の取組み 

 
第１回審議会での意見を踏まえ、区は、区民の意見や提案を審議会の議論に反映していく

ために、以下の取組みを実施していく予定です。 
 
《審議会での意見》 

・区民の意見を聞くだけでなく、積極的な参加のプロセスを重視すべきではないか。 
・区民の意見を聞く期間と、審議会の中間のまとめを行う時期とが近すぎないか。 

 

《実施予定》 

（１）無作為抽出方式の区民ワークショップ（平成 24 年 6 月下旬実施予定） 
・住民基本台帳データから無作為抽出した 1,000 人（18 歳以上、性別、年代、地

域等を考慮する）のうち、参加意向を示した方を対象に実施する。 
・１日（午前、午後）で集中的に議論を行う。テーマ（例：20 年後の区の将来像）

や進め方（例：世代別、世代間交流、地域別といった編成）等は今後詰めていく。 
・議論の結果を、審議会・部会の資料として活用する。 
 

（２）（仮称）基本構想区民意見・提案発表会（平成 24 年 11～12 月で２回程度予定） 
・新たな基本構想、基本計画の策定に向けて、様々な分野で活躍されている団体や

区民からの意見・提案等を審議会委員や区の前で発表する場とする。 
・参加者は公募するとともに、６月の区民ワークショップの参加者にも呼びかけを

行っていく。 
 
（３）冠シンポジウム（平成 24 年 5 月以降実施予定） 

・区が主催する様々な分野におけるシンポジウムにおいて、新たな基本構想・基本

計画の策定について周知を図るなど、区政に対する関心を高めていく。 
 
（４）子どもの意見・提案 

・区民無作為抽出の対象外である 18 歳未満の「子ども」世代については、既存の

取組み等を活用し、意見、提案を求める。 
 

（５）区政モニター（5 月下旬実施予定） 
・区政モニター登録者 200 人にアンケート調査を行う。（電子メール、郵送） 

 
（６）区民意識調査（6 月上旬実施予定） 

・無作為抽出区民 4,000 人にアンケート調査を行う。（郵送） 
 
（７）アンケート調査（10 月頃実施予定） 

・審議会部会の第１ステージの議論等を踏まえて、アンケート調査を実施する。 
 

資料２ 
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               基本構想審議会               区民参加・意見集約等 

部会第２ステージ 

部会第１ステージ 

起草委員会 

１月～２月 
 第３部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討

１月～２月 
 第１部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討 

１２月 第４回審議会 
１ 基本構想（たたき台）について 
２ 基本計画の骨格について

３月３０日 第２回審議会 
１ 部会の議論テーマの整理、決定 
２ 各部会に共通する課題について 

１０月下旬 第３回審議会 
１ 各部会の議論の報告 
２ 基本構想の理念について 
３ 区の将来像について

５～１０月上旬 
第１部会（5 回想定） 
 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論） 
２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理） 

５～１０月上旬 
第 2 部会（5 回想定）

 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論）

２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理）

オープン部会（区民が参加できる）の実施（10 月頃） 

５～１０月上旬 
第 3 部会（5 回想定） 
 
１ 今後重視すべき

政策の方向性につい

て（テーマ別議論） 
２ 基本構想の理

念、区の将来像につ

いて（議論の整理） 

６月 第８回審議会 
１ 基本構想、基本計画大綱答申 

１月～２月 
 第２部会（２回

想定）

将来像実現のため

の課題と重点政策

の検討

４月 第６回審議会 
答申内容について 
１ 基本構想（案）について 
２ 基本計画大綱（案）について

起草委員会 
５月 第７回審議会 
１ 答申案について 

起草委員会 

３月 第５回審議会 
１ 基本構想（素案）について 
２ 基本計画大綱（素案）について 

・基本計画の主要課題、重点政策

起草委員会 

１２月１３日 第１回審議会 
１ 諮問 
２ 基本構想・計画の構成イメージ 
３ 世田谷区の現況について 
４ 委員自己紹介 

各委員個別調整 

２月 23,28,29 日 第１回部会 
１ 審議会・部会運営の確認事項 
２ 部会の議論テーマの整理、部会開

催スケジュールの調整 

審議会・部会運営の調整 

 
 
 
 

平成

24年 

６月～８月 
子ども参加の取

組み 

６月 
区民意識調査 

５月 
区政モニター

アンケート

３月１６日 基本構想シンポジウム 

４月 基本構想シンポジウム 
 

１０～１１月（冠シンポ

ジウム） 
・区政 80 周年イベント 
・せたがや未来博 
・せたがや介護の日 
・東京みどりの研究会フ

ォーラム 
・男女共同参画啓発講演

会（仮） 
 
ほか 

５～1１月 
 
冠シンポジウムをはじめ

とする様々な区民が集ま

る場での周知・ＰＲ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
区民まつり、その他イベ

ント等 
 

６月 区民参加ワークショップ 
テーマ「20 年後の区の将来像」 

・１日討論会。年代別、世代間、地域別の

いずれの視点からも議論を行う 
・無作為抽出の区民より参加者を募る 

７月（冠シンポジウム）

教育フォーラム

６月（冠シンポジウム）

環境月間シンポジウム 

 
 
 

１０月 区民アンケート調査の実施 

 
 
 
 
 

１１月～１２月 （仮称）基本構想区民意

見・提案発表会（２回想定） 
各種団体・区民が、策定にむけての提案を

審議会委員、区の前で発表する場とする。 

区民参加の取組み 

平成

25年 

６月 パブリックコメント 
１ 基本構想（案） 
２ 基本計画 (素案)

基本構想     ： 平成２５年９月 区議会に提案 

基本計画、実施計画： 平成２５年３月より検討⇒平成２６年２月議会報告 



「部会で議論したいテーマと論点」のアンケート 

第１回部会での議論に先立ち、委員の皆さんより「今後部会で議論したいテーマと論点」の案を挙げていただいて、一覧表にまとめて

第１回目の資料としたいと思います。挙げていただくテーマと論点の例につきましては、別紙参考資料をご参照ください。 
提出先：審議会事務局 FAX 03-5432-3047 E-mail:sea02005@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

締切 ：平成２４年２月２０日（月） 

第１部会 【視点】 コミュニティ・地方自治、情報・コミュニケーション 
テーマ（目指すべき目標、将来

像） 
論点（目標達成のための課題、解決すべきこと） 

視点（他部会も含め

関連するもの全て）

用意してほしい資料又は

提供したい資料 
    

    

    

    

    

 

資料４ 

《視点》第１部会～第３部会の各視点から、テーマと論点に関連するものを書いてください。 

コミュニティ・地方自治、情報・コミュニケーション、街づくり、防災、環境・エネルギー、産業・仕事、芸術文化、 

福祉・保健医療、子ども、青少年、教育、男女共同参画（これ以外の場合は具体的に書いてください） 

terasawak
テキストボックス



「世田谷区基本構想審議会」部会日程調整のための調査表

平成２4年４月 【委員名】　

４／２２（日） ４／２３（月） ４／２４（火） ４／２５（水） ４／２６（木） ４／２７（金） ４／２８（土）

午　前

午　後

夜

平成２４年５月

４／２９（日） ４／３０（月） ５／１（火） ５／２（水） ５／３（木） ５／４（金） ５／５（土）

午　前

午　後

夜

５／６（日） ５／７（月） ５／８（火） ５／９（水） ５／１０（木） ５／１１（金） ５／１２（土）

午　前

午　後

夜

５／１３（日） ５／１４（月） ５／１５（火） ５／１６（水） ５／１７（木） ５／１８（金） ５／１９（土）

午　前

午　後

夜

５／２０（日） ５／２１（月） ５／２２（火） ５／２３（水） ５／２４（木） ５／２５（金） ５／２６（土）

午　前

午　後

夜

５／２７（日） ５／２８（月） ５／２９（火） ５／３０（水） ５／３１（木）

午　前

午　後

夜

※事前のご提出をお願いします。

締切　：平成２４年２月２０日（月）
提出先：審議会事務局 FAX 03-5432-3047 E-mail:sea02005@mb.city.setagaya.tokyo.jp

資料５

terasawak
テキストボックス



第２回部会以降のスケジュール調整表 

 
第１回部会では、部会において議論するテーマと論点の案を挙げ、次回（第２回）の日

程と、以降の概ねの開催時期を決めます。 
 

回 テーマ（目指すべき

目標、将来像） 
論点（目標達成のための課題、解決すべき

こと） 
開催時期 

第２回   
 

 

第３回    

    

    

    

    

資料６ 



平成２４年２月

最近の社会動向について

世田谷区基本構想審議会資料

terasawak
テキストボックス
　資料 ７　
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1-1 コミュニティと自治

きずなの新たな創造

身近な自治

グローバル化と社会的包摂

1-2 コミュニケーション ICTの利活用

2-1 まちづくり・都市開発と地域価値創造

地域ブランド

知識社会へのシフト

都市インフラの整備

文化の創造

2-2 防災と安全・安心
東日本大震災を踏まえての防災意識・体制

犯罪情勢の急激な変化と住民活動の増加

2-3 地域経済・産業と雇用
新産業創造と産業再生

都市観光（アーバンツーリズム）

2-4 環境保全・環境共生・環境創造

地球温暖化

環境と経済

資源の有効利用（森林）

3-1 少子化・子育て・人材育成

人口動態

子育て

初等・中等教育

青少年教育

3-2 医療・福祉とユニバーサルデザイン
生活・障害者福祉

健康増進・高齢者福祉・介護

目 次
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【出典】文章・図表と
も、GooリサーチHP
（NTTレゾナント株式

会社調査結果）
http://research.goo.n
e.jp/database/data/0
01315/.を元に作成.

都市化や核家族化、少子化など、子育てや家庭教育を支える地域の環境が変化する中で、親子のコミュニケーションなどによって育
まれる家族のきずなをベースとした地域コミュニティの再生と同時に、家族がいない人たちのつながりづくりが課題となっており、トー
タルとしての地域社会とのつながりの再構築が重要視されている。

さらに東日本大震災、そして東京電力福島第一原子力発電所の事故などを受けて、これまで関心が薄かった若い世代や被災地へ
のボランティアツアーに参加する、家族との余暇の時間を過ごすケースが増えるなど、ある種の社会的ブームの現象が見られるが、
新たなきずな構築に向けての動きとしてみることもできる。

強くなった
55%

弱くなった
0%

変わらない
44%

答えない
1%

強くなった

弱くなった

変わらない

答えない

性別年代別×現在近所や地域内での付合い・活動をしていない/増やすつもりはない意識

１－１ コミュニティと自治 新たなきずなの創造

概説

Ｑ 今回の大震災が起こる前と比べて、次にあげるような気持ち
に変化があったかどうかを、順にお答え下さい。Ｓ１ あなたは、
震災前と比べて、「家族との絆やつながりを大切にしたい」という
気持ちが、強くなりましたか、弱くなりましたか、それとも、変わり
ませんか。

【出典】読売新聞全国世論調査（2011年9月実施）.

現在、近所や地域内で付合い・活動をしている方は約半数。今後の近所や地域内
での付合い・活動に対する意識は「女性20代」または「単身世帯」層で特に高まって
いる。内訳をみると、‘情報交換’で全体的に「病院や医療」「住まい」に関して、‘地域
活動への参加’で「地域内サークル・クラブ」や「ボランティア」意識がやや高まり、震
災の影響等が少なからず関係している可能性がある。

キーコンセプト
①人材：ボランティアなど新しい公共の担い手の育成、②仕組み：ＩＣＴの利活用によるソーシャルビジネスの活発
化、③展望：互酬的な支援関係の構築

現在 今後

全体（n＝1074） 42.2 47.1

男性20代（n=106） 65.1 67.9

男性30代（n=107） 54.2 54.2

男性40代（n=107） 45.8 49.5

男性50代（n=105） 35.2 44.8

男性60代以上（n=110） 30.0 38.2

女性20代（n=110） 59.1 49.1

女性30代（n=110） 45.5 49.1

女性40代（n=109） 29.4 33.9

女性50代（n=106） 31.1 42.5

女性60代以上（n=104） 26.0 42.3

現在 今後

全体（n＝1074） 42.2 47.1

単身世帯（n=187） 70.6 57.2

夫婦のみの世帯（n=255） 40.8 47.5
夫婦と未婚の子のみの世帯（n=452） 31.9 42.3
ひとり親と未婚の子のみの世帯（n=68） 51.5 52.9
三世代世帯（n=55） 34.5 41.8

その他（n=57） 33.3 49.1

世帯構成別×現在近所や地域内での付合い・活動をしていない/増やすつもりはない意識
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住民参加を通じて、民主的な自治能力（ガバナビリティ）を高めることが必要となり、また、「ローカル・ガバメントから都市ガバナンス
へ」という流れの中で、自治体は官民のパートナーシップの仕組みと活動の体系を具体的に築いていくことが求められている。

さらに、参加にとどまらず、公共において主体的な役割を担う存在として、自治的コミュニティは注目されており、住民、企業及び行政
は、それぞれが公共の一部を担うという意識をもって、主体的に政策形成・政策決定に関わっていくことが不可欠となる。

その中で、例えば市民と行政が協働して進めるまち美化等の活動＝「アダプトプログラム」は、身近な自治を体感し実践するのみで
なく、その地域が持つ特性を踏まえた取り組みを進めれば、新たな自治的コミュニティのきずなの創出にもつながるものと期待できる
ため、世田谷区ではどのように自治を進めていくべきかを考えるヒントともなる。

１－１ コミュニティと自治 身近な自治

概説

キーコンセプト ①人材：市民や企業など多様な地域の主体の参加、②仕組み：アダプトプログラム、③展望：新たな公共の担い
手の受け皿の創出

行政（市及び県）と活動者（アダプト・プ
ログラムを実施しようとする市民団体
等）が、双方の合意に基づいて役割分
担を定め、お互いの協力のもとにまち
美化を進めている。
活動者は基本的に年6回以上の美化

活動を行い、その他日常的に美化活
動や市への情報提供を行う。
市は活動者がアダプト・プログラムに
よって集めたごみの処理や各種清掃
用具の支給をし、また、アダプト・プロ
グラムでの活動中に事故にあった場
合、鎌倉市市民活動事故見舞金等支
給要綱に基づいて見舞金を支給する。

近年、里山管理・棚田オーナー制度など住民参加型の自然環境管理の取り組みが全国各地で行われており、その内容は単なる市民活動単独ではなく、
行政と地域住民及び市民団体による協働活動がみられる。このような中、住民・企業が行政の支援のもと、美化活動を中心として公共空間の維持管理に
関わる「アダプトプログラム」が全国各地で実施されるようになっている。
アメリカテキサス州が1985年に始め、その後全米に広がり、新しい清掃美化、散乱防止の手法として、日本でも1998年に導入され、現在では350以上
（2009年11月時点）の自治体が導入している。

【出典】文章・図表とも、鎌倉市HP：http://www.city.kamakura.kanagawa.jp/kan‐
hozen/adopt‐top.html,  津賀高幸・近藤隆次郎「住民参加型の環境管理方法としてのア
ダプトプログラムの特徴」（http://www.dynax‐eco.com/repo/report‐13.pdf）.
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地域社会では､グローバル化による経済のボーダレス化によって､アジアからの流入人口が増加するようになり、地域社会としてどの
ように受け入れていくかといった社会的包摂の視点が重要となるその一方で、地場産業の海外進出が盛んになり､産業の空洞化が
深刻な課題となっている。

地場産業や農村での外国人受入れを進めると同時に、自治体が積極的に行っている施策が観光客の誘致であり、2020年までに
2000万人の観光客の日本への受入れを目指して観光庁が立ち上がり､各自治体もアジアをターゲットとして観光戦略を立て始めて
いる｡

グローバル化に対する攻め姿勢を取るならば、地域やコミュニティが持つ潜在的な価値自体を高めていく必要があり、個性に彩られ
た独自性を発揮することが重要となるのであって、それらを育むものが地域の生活であり、コミュニティという場である。

【出典】毛受敏浩「グローバル時代の自治体の国際化戦略への提言」（SRI  2009.12.No.97）pp.3‐9.

１－１ コミュニティと自治 グローバル化と社会的包摂

概説

我が国に在住する外国人人口（164万８千人）を国籍別にみると、「中国」が46万
人（外国人人口の27.9％）と最も多く、次いで「韓国、朝鮮」が42万３千人（同
25.7％）、「ブラジル」が15万３千人（同9.3％）、「フィリピン」が14万６千人（同
8.9％）などとなっている。外国人人口に占める割合を平成17年と比べると、「韓
国、朝鮮」が4.7ポイント低下、「ブラジル」が4.6ポイント低下しているのに対し、
「中国」が5.2ポイント上昇した。
これにより、調査開始以来初めて国籍が「中国」の者が「韓国、朝鮮」の者を上
回った。

キーコンセプト
①人材：外国人の積極的受けれ、地域経済人材の育成、②仕組み：国際観光など新たな地域価値の創出、③展
望：地域と外国とが直接つながった新たな交流パターンの創出

都道府県人口に占める外国人人口の割合
（平成22年）

【出典】文章・図表とも、平成22年国勢調査人口等基本集計結果（結果の概要）、 pp.23‐25.

外国人人口（164万８千

人）を都道府県別にみ
ると、東京都が31万９千

人（外国人人口の
19.3％）と最も多く、次い
で大阪府が16万５千人
（同10.0％）、愛知県が
16万人（同9.7％）、神奈
川県が12万６千人（同
7.6％）、埼玉県が８万９
千人（同5.4％）となって

おり、これら５都府県に
住む外国人人口は、我
が国に住む外国人人口
の約半数（同52.1％）を

占めている。
都道府県人口に占める
外国人人口の割合をみ
ると、東京都が2.5％と

最も高く、次いで愛知県
が2.2％、大阪府が
1.9％などとなっている。

国籍別外国人人口の割合の推移－全国（平成７年～22 年）
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大都市圏における人口の高齢化は、コミュニティとのつながり＝地縁を希薄化し、無縁社会化を引き起こしているのに対し、ICTの利
活用による新たなネットワークによる知縁の創造が期待されているが、現状では、ICT利活用ニーズに関する課題、人材に関する課

題、関係主体の連携に関する課題及びコスト負担に関する課題がある。

例えば、地域における高齢者の割合の高まりや、若年層の都市部への流出等が続く中で、高齢者等を取り巻く課題の解決へのICT
の貢献が期待されるが、インターネットの利用率は高齢者層では依然として低く70～79歳で39.2％、80歳以上で20.3％となっている
等、高齢者は必ずしもICTＴに親しんでいるとはいえない現状にあるため、ICTの利活用が苦手な高齢者等に寄り添った解決策を地
域全体で立案していくことが重要となっている。 【出典】ICT地域活性化懇談会「ICT地域活性化懇談会提言」（2011年7月）.

１－２ コミュニケーション ICTの利活用

概説

キーコンセプト
①人材：地域ＩＣＴ人材の育成・活用の推進、②仕組み：地域におけるＩＣＴ利活用基盤整備・ 官民情報連携の推

進、③展望：様々な分野におけるＩＣＴ利活用による地域活性化

年齢階級別インターネット利用率の推移（個人）

【出典】総務省「ICT利活用システムの普及促進に関する調査研究」（2011年3月）.

ICT]利活用事業における地域の課

題解決の考え方（実施自治体）

【出典】総務省「ICT利活用システムの普促進に関する調査研究」（2011年3月）.

ICT利活用事業による地域の課題解決について、既に事業を実施している地方自治体では、約4分の3が「所定の成果が上がっている」又は「一部であ

るが、成果が上がっている」と回答している。
他方、事業未実施の地方自治体では、「役立つ・役立つ可能性が高い」との回答は30.2％あるものの、4.8％が「役立たない・役立つ可能性が低い」、
46.4％が「どちらともいえない」としており、約半数の地方自治体でICT利活用が地域の課題解決に有効であるかどうか判断が付いていない状況にある。

【出典】総務省「平成２２年通信利用動向調査」（2011年5月）
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【出典】「住んでみたい街ランキング 2011」㈱マクロミル.

地域ブランドは、観光地や特産品などを中心とした元々その地域にある代表的な特徴からイメージ作られてきたが、近年地域の資
源を発掘し、新しい地域ブランドの創出によりまちづくりに活力を与える活動が盛んになっている。

地域の親しみやすさや認知度向上などを目指して作られるいわゆる“ゆるキャラ”といわれるキャラクターは話題を集め、地域ブラン
ドの認知向上に一役買うことも多いが、安易な設定により逆に地域にマイナスイメージを与える場合も出てきている。

既存の特徴を維持するだけでなく、新しい建物や開発などのスポット、B級グルメのような地域だけで親しまれてきた特徴の発信と
いった新規の特徴を加えることで地域ブランドの強化を図る動きが強くなっている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 地域ブランド

概説

世田谷区に関わるキャラクターでも複数あり、
企業により作られ利用されているキャラク
ターもある。

キーコンセプト
①人材：ブランドアイデンティティを育成・発信・強化する人材育成、②仕組み：地域の特徴（アイデンティティ）を
見出す機会の創出、③展望：独自の地域ブランドの確立

玉川地区キャラクター
「たませみ」

世田谷区ユニバーサルデザ
イン推進キャラクター

「ユニバーさるの“せたっち”」

世田谷区タウンの「セティ」

【出典】e‐まちタウン（e‐まちタウン㈱）.

【出典】「地域ブランド調査2010」㈱ブランド総合研究所

■住みたい街ランキング（関東)

全体（n=9008)
順位 駅名 (％) (人)

1 吉祥寺 12.3% 1106

2 恵比寿 6.6% 592

3 横浜 6.2% 562
4 自由が丘 5.0% 453

5 目黒 4.2% 377

6 池袋 3.6% 326

7 鎌倉 3.6% 325
8 品川 3.5% 313

9 二子玉川 3.2% 286

10 中野 3.1% 279

11 高円寺 3.1% 277
12 下北沢 3.1% 277

13 新宿 3.0% 269

14 中目黒 2.6% 235

15 渋谷 2.5% 226
16 三鷹 2.4% 216

17 たまプラー 2.1% 192

18 荻窪 2.1% 190
19 武蔵小杉 2.1% 185

20 三軒茶屋 2.0% 183

■東京都の地域資源への評価

 地域資源 ％ 全国順位
 道路や交通の便がよい 45.0  1位
 魅力的な美術館・博物館がある 30.7  1位
 スポーツの参加・観戦が楽しめる 27.0  1位
 魅力的な商店街や店舗がある 26.6  1位
 地域を代表する産業や企業がある 17.6  2位
 食事がおいしい 16.3  6位
 歴史人物、著名人、職人などにゆかりがある  14.9  7位
 魅力的な温泉やレジャー施設・公園などがある 14.8 24位
 魅力的な伝統芸能、祭り、イベントがある 14.5  7位
 魅力的な街並みや歴史建造物がある 12.7 10位
 泊まりたい宿泊施設がある  11.2  4位
 買いたい土産や地域産品がある 9.8 10位
 優れた伝統的技術がある 7.0  7位
 海・山・川・湖などの自然が豊か 2.0 47位
 人のよさや優しさ、おもてなしがよい  1.1  46位
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一生懸命に働き、金持ちになる まじめに勉強して名をあげる

自分の趣味にあった暮らし方をする のんきにくよくよしないで暮らす

どこまでも清く正しく暮らす 社会のためにすべてを捧げて暮らす

【出典】｢通信利用動向調査」総務省 平成22年調査.

これまでの工業化社会から、知識や情報が中心となる知識社会へシフトしていると言われて久しいが、知識社会においては、物質
的な豊かさを前提とした精神的な豊かさや時間を享受する、というライフスタイルの実現が求められている。

精神的な側面が重視される知識社会にシフトした環境では、多様な価値観が存在し、そういった多様な価値観認めることで地域が
発展していくが、ITや情報のリテラシー格差が生じ、地域・世代などにより対応が必要となっている。

地域価値創造においては、地域ブランドの重要性も増し、イメージや多様な価値観という客観的に共通認識を持つことが難しい要素
を、地域に関わる住民や行政などの関係者がいかに認識していくか、という取り組みが必要となる。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 知識社会へのシフト

概説

【出典】「日本人の国民性調査 第12次調査」統計数理研究所 2008 年.

キーコンセプト
①人材：知識や情報リテラシー能力の高い人材育成、②仕組み：IT格差にも配慮した幅広い情報発信による情

報共有・浸透の仕組みづくり、③展望：多様な価値観を認め合う豊かな地域社会の実現
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首都圏における重点密集市街地の

状況
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東京都区部には地震等の災害時に大きな被害が想定される木造密集市街地が多く残っている。木造密集市街地は狭あい道路や
公園など都市基盤整備の必要性が高いが、狭小土地、世帯主の高齢化や複雑な権利関係などにより、建て替えが進み難い。

不燃化率は増加しているが、都心3区に比べ周辺区部では60％前後が多く、地震等において大規模火災の被害を受ける危険が高く
なっている。

個性的で魅力のあるまちづくりと同時に、まちづくり推進における住民合意形成の仕組みづくりや支援体制構築へ民間企業の知恵
を取り入れる柔軟な取り組みなど、災害に強いまちづくりを推進することが、地域価値を高める上でも重要となっている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 都市インフラの整備

概説

首都圏では東京都に重点密集市街地は集中している。密集市街地は、地
震等の大規模災害時に被害拡大を引き起こす可能性が高い。

【出典】「首都圏白書 平成20年」国土交通省.

キーコンセプト
①人材：市民における地域特性に応じたまちづくりを推進するセンスの醸成、②仕組み：住民の合意形成や住民
意識向上への柔軟な対応、③展望：個性的で魅力的なまちを支える災害に強いソフト面･ハード面での支援体制
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東京区部の不燃化率は、平成18年には都心3区で90％程度となった
ものの、6割以下の区も多くなっている。

【出典】「東京の土地利用 平成18年区部」 東京都.
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住んでいる地域の文化的環境の満足度
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【出典】「文化芸術関連データ集」 文化庁長官官房政策課 平成22年2月.

地域の文化は、歴史的建造物や祭りなど地域で保存・伝承されてきたもの、芸術や匠など住民の個人活動から発展しているもの、
美術館などの文化施設が育成・振興を図り広げているものなどがある。

少子高齢化の進行などによる人間関係の希薄化やコミュニティの崩壊などをつなぎとめるためにも、地域の文化活動の必要性は高
いが、芸術文化に関する予算は年々減少し、文化施設建設などのハコモノからソフト面での支援に重心が移っている。

地域の文化活動の主役は住民であり、住民活動を活発化させるための計画や仕組みづくりなど、官民やNPO組織などが連携し地
域の実情に応じ継続的に支援していくことが求められている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 文化の創造

概説

【出典】「文化に関する世論調査」内閣府 平成21年11月調査.

キーコンセプト
①人材：市民における地域文化活動に対する理解の促進、②仕組み：文化に対する住民ニーズを反映する仕組
みを作り住民の参加意識を高める、③展望：文化活動の機会と、地域文化の独自性の確保

芸術文化経費の推移

住んでいる地域の文化的環境の満足度は、町村で満足している割
合が高い。東京都区部は「満足していない」割合が他の都市より低
くなっている。

文化
施設
建設
費

文化
施設
経費

芸術文
化事業
費
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東日本大震災やそれにともなう原発事故の発生以降、防災に対する人々の意識が向上し、ハード面だけではなく、コミュニティ面で
も災害に強いまちづくりに取り組む気運が高まっている。

一方、東日本大震災においては、長期間にわたって多くのボランティアが被災地等で活動し、内閣府では、ボランティアを地域で受
け入れる環境・知恵などのことを「受援力」（支援を受ける力）と名付け、地域外のボランティアの力をうまく引き出すことの重要性を
強調している。

地震、火災、水害など個別の災害への対策とともに、災害の予防や発生時の対応に関して適切に地域コミュニティが対応できるよう
にすることが求められ、特に「災害弱者」と呼ばれる、高齢者、子ども、外国人などへの配慮が必要である。

２－２ 防災と安全・安心 東日本大震災を踏まえての防災意識・体制

概説

Ｑ 東日本大震災・原発事故以降、あなたの防災に対する意識は
高まりましたか。

【出典】読売新聞全国世論調査（2011年9月実施）.

東日本大震災における災害ボランティア活動参加者数

（注）各地の災害ボランティアセンターに登録の上、活動に従事した人の数。

災害ボランティアセンターの設置状況（2012年1月17日現在）
岩手県：２４、宮城県：１１、福島県：３０、茨城県：1、栃木県：3、長野県：1 計：７０

【出典】全国社会福祉協議会・全国ボランティア・市民活動振興センター.

キーコンセプト
①人材：災害ボランティアなど地域の防災力向上の担い手の育成、②仕組み：地域内外のボランティアらと、地
域内の地縁組織等の連携、③展望：「受援力」の向上、災害弱者への配慮
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刑法認知件数や検挙率の動向からは、2000年代前半と比較すればいずれも治安状況は改善されているが、長期的な比較からは、
刑法犯認知件数は多く、検挙率が低い状況が続いている。

一方で、インターネット等の通信ネットワークやコンピュータ等の普及により、サイバー犯罪など新たな犯罪が増加し、これらに巻き込
まれる人々も増えている。

地域の犯罪を未然に防ぎ、特に子どもたちを守るために、地域住民自らが防犯ボランティア活動を実施する事例が全国各地で行わ
れており、国（警察庁）や都道府県、市区町村や、先進的なNPOがこうした取組みを支援している。

２－２ 防災と安全・安心 犯罪情勢の変化と住民活動の増加

概説

サイバー犯罪*及びネットワーク利用犯罪**の検挙件数の推移

（注）*：高度情報通信ネットワークを利用した犯罪やコンピュータ又は電

磁的記録を対象とした犯罪等の情報技術を利用した犯罪
**：その実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利
用する犯罪

【出典】警察庁「警察白書（平成23年版）」.

•刑法犯

キーコンセプト
①人材：防犯ボランティアなど地域の防犯力向上の担い手の育成、②仕組み：地域と、警察や行政、学校、関係
事業者らの連携、③展望：犯罪を起こさせないまちづくり、サイバー犯罪など新しい犯罪への対応

刑法犯の認知・検挙状況の推移

【出典】警察庁「警察白書（平成23年版）」.

防犯ボランティア活動に向けた施策例
• 地域安全安心ステーション事業（活動拠点にパトロール用品の無償貸与や防犯情報提供などの警察による支援を実施）【警察庁】
• 自動車に青色回転等を装備した自主防犯パトロール【警察庁】
• 地域安全マップの作成支援【東京都】
• コンビニ防犯拠点制度【東京都、社団法人日本フランチャイズチェーン協会】
• 子供安全ボランティアリーダー要請講座【東京都、警視庁】
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環境、福祉、教育、地域活性化等、様々な社会問題を、事業（ビジネス）を通じて解決しようとする「ソーシャル・ビジネス」に注目が集
まっている。

英国や米国においてはソーシャル・ビジネスや非営利セクターが生む雇用も大きく、我が国においてもソーシャル・ビジネスによる雇
用拡大が期待されている。

ソーシャル・ビジネスの中核を担う組織の形態は株式会社、NPO法人等、様々であり、当該組織単独ではなく、地域の多様な主体
（他の企業やNPO、住民、行政等）と連携しながら、その事業目的である社会問題に対処すべく工夫を行っている。

２－３ 地域経済・産業と雇用 新産業創造と産業再生

概説

ソーシャル・ビジネスの定義
環境や貧困問題など様々な社会的課題に向き合い、ビジネスを通じ
て解決していこうとする活動の総称。以下の3点が特徴。

• 社会性：現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを
事業活動のミッションとする

• 事業性：ミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動
を進めていく

• 革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供するため
の仕組みを開発したり、活用したりすること。また、その活動
が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出するこ
と。

ソーシャル・ビジネスの市場規模及び事業者数（推計）

【出典】経済産業省「ソーシャルビジネスネット」ウェブサイト.

ソーシャル・ビジネスの事例

【出典】経済産業省「ソーシャルビジネスネット」「ソーシャルビジネス支援環境整備調
査事業」ウェブサイト、各団体ウェブサイト.

キーコンセプト
①人材：ソーシャル・ビジネスの中核を担うソーシャル・アントレプレナーの育成、②仕組み：地域、学校、行政等
とソーシャル・ビジネスの連携、支援、③展望：事業規模と雇用の拡大、行政や地域団体等とともに「新しい公共」
の担い手に

市場規模 事業者数 雇用規模

日
本

約2400億円

（推計）

約8,000事業者

（試算）

約3.2万人（1事業者あ
たり4人と仮定し試算）

英
国

約270億ポンド

（約5.7兆円）

約55,000事業者 約77.5万人

組織名 取組概要

NPO法人

フローレ
ンス

病児保育を、地域毎に子育て経験者を保育スタッフとして登録し、
自宅預かり保育として実施（脱施設型モデル）。月会費制という、利
用者共済型の仕組みで、経費削減と収入の安定化を図っている。

有限会社
ビッグイ
シュー日
本

ホームレスの人たちの自立支援のために、雑誌「THE BIG ISSUE」を

発行。登録したホームレスの人たちに同誌の街頭販売という仕事を
提供し、売上の一部が彼らの収入となる。英国のモデルを日本にも
導入したもので、国内では大阪から全国各地へと拡大している。

株式会社
いろどり

料理のつまものとして使われる葉っぱを、高齢者らが採取し、市場
に販売している、徳島県上勝町における取組。高齢者らがパソコン
、FAX等で情報武装する仕組みを整え、高い売上を上げると共に、
ねたきりの抑制やUIJターンの増加等、地域活性化の効果も現れて

いる。

NPO法人

アサザ基
金

霞ヶ浦の水質汚染の改善を目指す「市民型公共事業」を流域の学
校、住民、企業、農林漁業者、行政等が参加して、湖各地での自然
再生、里山保全、外来魚駆除等の環境保全活動を実施する仕組み
を構築。



14

アーバン・ツーリズムとは、旧来の名所・旧跡めぐりではなく、都市の持つ歴史、文化・芸術、町並、雰囲気などの魅力を楽しみ、体験
することであり、「買う」「食べる」といった商業的機能が重要となる。

一方で、まちなかや農村で、その地域ならではの「体験」を求めるツーリストも増加している。その都市ならではのライフスタイルや文
化（生活文化や産業文化を含む）の体験は、独自性ある観光資源になりうる。さらに、メディカル・ツーリズムのように都市機能そのも
のが観光資源となる動きもみられる。

２－３ 地域経済・産業と雇用 都市観光（アーバン・ツーリズム）

概説

訪日外国人の都市・観光地別 訪問率宿泊旅行の目的（複数回答）

都道府県別宿泊旅行者数

【出典】リクルート「じゃらん宿泊旅行調査2011」.

キーコンセプト
①資源：都市本来の商業機能、都市や住民の育んできたライフスタイルや文化、②展望：グリーン・ツーリズム、
エコ・ツーリズム等の「ニュー・ツーリズム」の都市での展開、外国人観光客の拡大と往訪地の拡散

訪日外国人観光客が訪日前に
期待したこと （複数回答）

訪日外国人の都道府県別 訪問率

【出典】日本政府観光局「JNTO訪日外客訪問地調査2010」.

順位 都道府県 訪問率（％）

1 東京 60.3

2 大阪 26.1

3 京都 24.0

4 神奈川 17.8

5 千葉 15.0

訪日前に期待したこと 比率（％）

食事 62.5

ショッピング 53.1

歴史的・伝統的な景観、旧跡 45.8

自然、四季、田園風景 45.1

温泉 44.3

目的 比率（％）

地元の美味しいものを食べる 37.2

温泉や露天風呂 34.9

名所・旧跡の観光 31.5

宿でのんびり過ごす 30.6

まちあるき・都市散策 19.9

友人・親戚を訪ねる 15.5

買い物・アウトレット 14.4

テーマパーク 14

順位 都道府県 宿泊旅行者数（万人）

1 東京 1499

2 北海道 978

3 神奈川 837

4 長野 816

5 静岡 784

順位 都市・観光地名 訪問率（％）

1 新宿・大久保 34.8

2 銀座・有楽町・日比谷 28.4

3 浅草 27.4

4 大阪市 25.4

5 京都市 23.6

6 渋谷 23.3

7 秋葉原 21.6

8 原宿・明治神宮・表参道・青山 19.4

9 皇居 18.9

10 上野・御徒町・アメ横 17.1

11 東京タワー 15.9

12 お台場・有明 14.7
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地球温暖化対策にあたっては、技術的課題の突破に長い人材育成・資金に加え、相当に要する時間的コストがかかることが大きな
課題となっている。

また、気候変動問題のメカ二ズムについては、人口増加率、経済成長率等の前提条件の組み合わせや設定の仕方によっては、排
出シナリオの数が増大し、予想される温室効果ガスの濃度、気候への影響、海面上昇の程度等がその数に比例し増大することが指
摘されている。

現在進行している地球温暖化の状況は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2007年（平成19年）に取りまとめた第4次評価
報告書によると、世界平均地上気温は1906～2005年の間に0.74（0.56～0.92）℃上昇し、20世紀を通じて平均海面水位は17（12
～22）cm上昇している。

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜全般＞

概説

世界の排出量は自然吸収量の2倍を超えており、世界で必要な温室効果ガスの削減は、気温上昇2℃（ラクイラサミット）で、先進国は2020年に25‐40%削
減、2050年に80‐95%削減（IPCC条約バリ合意）が必要となり、世界は2050年に50‐85%削減（IPCC）することが求められる。

キーコンセプト
①人材：地域における市民・企業等の環境力の向上、②仕組み：停止の影響の大きい大規模電源→小規模分
散型電源の確保、多様な再生可能エネルギーなど国産自然エネルギーを拡大し、化石燃料依存度を低減、③
展望：原子力発電への依存度を低減しつつ、スマートコミュニティとCO2削減目標を実現

短期のエネルギー需給を乗り
切る鍵は省エネ、節電。
• 発電所対策（天然ガスシ

フトと高効率化更新）と再
生可能エネルギー対策の
強化

• LNGへの転換スピードを

現在よりも前倒しする（石
油依存を減らし、トータル
での化石燃料リスクは低
減、省エネと再生可能エ
ネルギー投資拡大をあわ
せ、国産エネルギー割合
は、30～35％へ向上）

• 省エネ投資・再生可能エ
ネルギー投資は、国内経
済と雇用にプラスの効果

• 今後10年余の期間で脱

原発への道を、気候変動
対策と両立しながら取っ
ていくことは可能

【出典】文章・図表とも、新大綱策定会議（第
9回）、2011年11月30日、資料第2-2-1号.【出典】平成23年度環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜地域別＞

都道府県別で見ると、事業所の所在地が千葉県（5,214 万tCO2、
9.0%）、愛知県（4,035 万tCO2、7.0%）、広島県（3,603 万tCO2、
6.2%）、兵庫県（3,589 万tCO2、6.2%）、岡山県（3,532万tCO2、
6.1%）、山口県（3,467 万tCO2、6.0%）、茨城県（3,209 万tCO2、
5.5%）、神奈川県（3,062 万tCO2、5.3%）、福岡県（2,908 万
tCO2、5.0%）、大分県（2,542 万tCO2、4.4%）、北海道（2,208 万
tCO2、3.8%）、大阪府（1,638 万tCO2、2.8%）、三重県（1,633 万
tCO2、2.8%）、東京都（1,255 万tCO2、2.2%）、埼玉県（1,222 万
tCO2、2.1%）の順に多く、これらの15 都道府県からの排出量は
報告された事業所からの排出量の74.5%を占めている。

規模別に見ると、上位10 都
道府県のうち、首都圏3、中
部圏1、近畿圏2 となってい
る。それ以外に広島、岡山
が入っているが、これは重
化学工業の立地によるもの
といえる。
一人あたりCO2 排出量を
見ると、人口規模がそれほ
ど大きくなく、かつ重化学工
業の立地している県（大分、
岡山、山口など）で高めに
出ていることがわかる。
一人あたりCO2 排出量の
大きさが、このような意味か
らは、省エネ努力などとは
直接関係ないことに留意す
る必要がある。

都道府県別報告排出量【特定事業所排出者】

【出典】文章・図表とも、環境省地球環境局地球温暖化対策課・経済産業省産業技
術環境局環境経済室「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく温室効果ガ
ス排出量算定・報告・公表制度による平成20（2008）年度温室効果ガス排出量の集
計結果」（平成22年6月18日）.

【出典】文章・図表とも、新地方公共団
体実行計画策定マニュアル等改訂検
討会第２回検討会, 室田委員資料.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜部門別＞

市町村こそ温暖化対策の基本単位であることをもっと強調する必要があり、それぞれの地域での地理的条件、気象条件、地
域の構造等社会的条件は自治体によって異なっており、産業の立地（産業部門）、住まい方（民生部門）、移動の仕方（交通）
も千差万別となる。

したがって、削減対策メニューを全国一律に適用することはできないし、削減見込量を単純に各地域に按分しても、現実的な
計画にならない。各々の自治体の実情に即した削減計画を立案すべきである。

例えば、寒冷地では家庭部門のCO、発生量が温暖地の3倍に達しているが、これが暖房用のエネルギーの影響であることは
容易に推定される。逆に、温暖地では冷房の電力が多くなる傾向があるものの暖房ほどの影響はない。したがって、家庭分
野でのCO2削減対策として、寒冷地では住宅断熱の強化や、効率のよい暖房システムの普及促進などが重点となる。照明・
動力などの需要は、全国的におおむね類似しているので、効率の高い家電製品の導入等が全体に有効である。

【出典】気候ネットワーク編 「地球温暖化防止の市民戦略」中央法規（2005年）. pp.162-165.

日本の部門別二酸化炭素排出量の割合
‐各部門の直接排出量‐

日本の部門別二酸化炭素排出量
‐各部門の間接排出量‐

【出典】http://www.jccca.org/chart/chart04_05.html.

日本の部門別二酸化炭素排出量の推移

【出典】http://www.jccca.org/chart/chart04_04.html.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜再生可能エネルギー＞

再生可能エネルギーの導入拡大は、地球温暖化対策、エネルギー自給率向上、エネルギー源多様化、環境関連産業育成等の観
点から、より一層重要となっている。

「エネルギー基本計画」における目標:
「2020年までに国内一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの比率を10％に」

「新成長戦略」における目標：

再生可能エネルギー普及拡大やスマートグリッド構築の推進などにより2020年までに「50兆円超の環境関連新規市場」、「140
万人の環境分野の新規雇用」、「日本の民間ベースの技術を活かした世界の温室効果ガス削減量を13億トン以上」

我が国として3Eを達成しサステナブルな社会を実現するためには、エネルギー交通システム、市民のライフスタイルの転換などを
複合的に組合せたスマートコミュニティの実現が不可欠である。

【出典】文章・図表とも、NEDO再生可能エネルギー技術白書（平成22年7月）.



19

「企業の社会的責任」（CSR）の動きに見られるように、経済・社会・環境の側面から、経済活動の主軸をなす企業が果たすべき責任

とそのための具体的行動は、社会の持続的発展可能性を確保することにおいて、極めて重要な要素であるといえる、

環境と経済活動は、保全に加え共生と創造の観点から、融合する方向性を指向するようになっており、すでに環境を対象としたエコ・
ビジネスは発展段階を迎えつつあるが、これに加え業種業態に拘わらず環境配慮型経営を行う企業に対しては、その証左である
ISO・エコアクション21、これに準ずる各地域での環境マネジメントシステムの認証取得と、それに連動する環境報告書の発行などを
もって、融資や投資活動において一定の評価を行う環境ファイナンスの萌芽が見られるようになっている。

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 環境と経済

概説

日本において「環境ビジネス」といった用語が一般化したのは1990年代であり、とりわけ1990
年代の後半には環境ビジネス市場そのものが急速に拡大した。環境省の環境ビジネスに関す
る調査では、1997年の市場規模が24.7兆円、雇用規模が69.5万人であったのに対して、2000
年には市場規模が29.9兆円、雇用規模が76.9万人へと拡大している。
環境省が、上場企業及び従業員500人以上の非上場企業等を対象に、平成21年度に実施し
た「環境にやさしい企業行動調査」によると、4割を超える企業がすでに環境産業を展開してお
り、今後新規参入する予定の企業を加えると、6割以上の企業が環境産業を前向きに位置づけ

ていることが明らかとなりました。このように、環境産業は新たな成長分野として期待されており、
「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～」（平成21年12月閣議決定。）においても、あ
らゆる施策を総動員することにより、2020年までに50兆円超の環境関連新規市場の開拓、
140万人の環境分野の新規雇用を目指している。

キーコンセプト
①人材：環境配慮型の経営人材の輩出、②仕組み：環境ビジネス市場の拡大支援策のタイムリーな実施、③展
望：環境と経済が調和した持続的発展が可能な社会の実現

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO（国際標準化機構）14001 については、

「認証を取得した（一部事業所での認証も含む）」と回答した企業の割合は、上場企業で
77.9％、非上場企業で54.6％となっている。
環境報告書の作成・公表の状況については、有効回答数3,036 社のうち「環境報告書
（CSR 報告書、持続可能性報告書等の一部も含む）を作成・公表している」と回答した企業
が35.9％と、昨年度より2.4 ポイント減少している。

【出典】松岡俊二「国際的な環境ビジネスの潮流と日本の課題」,『SIBA』（静岡県国際経済振興会）, 
Vol.68（2008年）, pp.3-7.

1997年 2000年 2010年 2020年 資料

市場規模
（億円）

247,426 － 400,943 － 1999年度・環境庁調査

－ 299,444 472,266 583,762 2002年度・環境省調査

481,210 673,460 － 2005年度・経産省調査

雇用規模
（人）

695,145 － 867,007 － 1999年度・環境庁調査

1,359,380 1,703,700 － 2005年度・経産省調査

－ 768,595 1,119,343 1,236,439 2002年度・環境省調査

環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の推計結果

【出典】文章・図表とも、環境省「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組に関する
調査結果）平成22年11月.

ISO14001 の認証取得状況の推移

環境報告書作成企業数の推移

キーコンセプト
①人材：環境配慮型の経営人材の輩出、②仕組み：環境ビジネス市場の拡大支援策のタイムリーな実施、③展
望：環境と経済が調和した持続的発展が可能な社会の実現
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生物多様性を保全する森林について、京都議定書では、平成2（1990）年以降に人為活動（「新規植林」・「再植林」・「森林経営」）が
行われた森林の吸収量を削減目標の達成のために算入可能となったため、政府は、京都議定書目標達成計画に定める1,300 万炭

素トンの森林吸収量の確保に向け、森林整備、木材供給、木材の有効利用等の総合的な取組を推進している。

2010年11～12月にカンクンで開催された気候変動枠組条約第16 回締約国会議（COP16）では、森林吸収量の算定方式や伐採木
材製品、途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減等（REDD+）の取扱いについて議論されている。

木材のエネルギー利用は、大気中の二酸化炭素濃度に影響を与えない「カーボンニュートラル」な特性を有しており、化石燃料の代
わりに木材を利用することにより、化石燃料の燃焼による不可逆的な二酸化炭素の排出を抑制することが可能となる。

【出典】平成22年度 森林・林業白書.

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 資源の有効利用＜森林＞

概説

キーコンセプト
①人材：森林ボランティア等新たな人材の育成、②仕組み：CO2吸着機能を活かしたオフセットクレジット制度、

③展望：木材利活用による温暖防止

【出典】文章・図表とも、平成22年度 森林・林業白書.

【出典】文章。図表とも、新宿区資料：共同調査研究事業
成果報告会事例発表「新宿区のカーボン・オフセット協定
について」（平成22年6月1日）.

新宿区と長野県伊那市で「地球環境保全のための連携に関する協定」を締結し、環境省のカーボン・オフセットのモデル事業にも採択されている。（特定者間型オフセット）。
その後、平成21年5月には、「地球環境保全協定」に基づき「伊那市市有林整備実施に関する協定」、「新宿の森の使用に係る協定」、それから「森林整備協定」を締結してい
る。平成21年の6月から整備をはじめ、12月には第1期28.72haの整備を終了し、それに基づき長野県からCO2の吸収量の認証を受け、これが130tのCO2吸収という認証と

なっている。その他に群馬県の沼田市と東京都のあきる野市とも協定等を締結し、新たな自治体間の政策連携を進めている。

オフセット・クレジット（J‐VER）制度の概要
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日本では1989年に合計特殊出生率が急落した「1.57ショック」をきっかけに政府は少子化対策に取り組んできた。

2010年の合計特殊出生率は1.39と対前年で0.02上昇した。2005年の1.26を底に上昇傾向にある。

わが国の人口構造の急速な少子高齢化は、社会保障（特に年金制度）の持続可能性や産業労働力の確保の面で課題となっている。

少子化の主たる原因は、未婚化・晩婚化にあり、また、子どもを生む、生まないという判断は個人の価値観に基づくべきものであり、
国家等の強制・介入等はなじまない部分もある。

今後、急速な少子化の解消は期待できないことから、少子化の進展を前提とした社会・経済システムの構築が不可欠である。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 人口動態

概説

【出典】厚生労働省「平成23年(2011)人口動態統計の年間推計」.

キーコンセプト
①少子化対策としての未婚化・晩婚化防止（ただし、これらは個人の価値観）、②少子化の進展を前提とした社
会・経済システムの構築
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子どもを生み育てることについて、社会・経済的に不利にならない中立的な制度が求められている（子育て施策）が、出生率が上昇に転じている
国（スウェーデン、フランス）では、子どもをもっと増やしたいと考える人や自分の国が子育てしやすい国と考える人が非常に高い。

米国、フランス、スウェーデンでは、ベビーシッターなどのサービスや産前・産後休業制や育児休業制度など種々の制度がかなり利用されている。
一方、出生率の低い日本と韓国では、幼稚園、保育所を除くと、各制度とも2割以下しか利用者がいない。

子育てについての負担感は、フランスを除いて各国とも「経済的負担」が第一位。出生率の低い日本と韓国では、経済的な負担とともに、「自由
時間への制約」についての負担感が大きい。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 子育て

概説

キーコンセプト ①人材：子育てに関する情報の共有化、②仕組み：社会・経済的に不利にならない中立的な制度の構築、子育てについて
の経済的負担の軽減、自由時間への制約の緩和、③展望：各種子育てサービスの拡充と利便性（利用しやすさ）の向上
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【出典】文部科学省「学習到達度調査(PISA2009)」.

都市部では、私立学校で初等・中等教育を受ける場合も多く（公立小学校から私立中学校に進学するケースも多い）、保護者の経済
的負担も大きいが、一方で、保護者側においても教育にお金をかけようと考える人が増えている。

初等・中等教育における教育委員会の役割等、教育行政のあり方も問題視されている（教育への首長部局の関与の是非、教育委
員会廃止論等）。

わが国の初等・中等教育における保護者の主な関心事は「学力」であり、その学力は国際的には必ずしも高いとはいえない。学力向
上が喫緊の課題として認識されている。

幼稚園・保育所等における就学前教育、初等・中等教育、高等教育との連携のほか、地域、家庭、学校との相互連携の必要性が重
要視されている。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 初等・中等教育

概説

【出典】ベネッセ教育研究開発センター「子育て生活基本調査」.

キーコンセプト
人材：保護者の経済的負担軽減、②仕組み：教育行政の仕組みの見直し、③展望：学力向上の取り組み、④各
教育段階における教育機関の連携、地域、家庭、学校の連携促進

ＰＩＳＡ２００６年調査における分野別平均得点の国
際比較

学校教育費の公私比較

教育に必要なお金はかけるようにしている人の推移（平均
値の経年比較、学年段階別）.

【出典】ベネッセ未来教育センター・朝日新聞社
共同調査「学校教育に対する保護者の意識調
査」（2008年）.

学校に期待する教育



24

【出典】総務省統計局「労働力調査」.

ニート等の増大に伴い、青少年教育の重要性が高まっている。

景気が低迷している今日においては、就職率も低調であり、企業のニーズに合致した人材育成・青少年教育が求められている。

ニートや引きこもり、不登校などの問題を抱える青少年をはじめとして、青少年教育が対象とする層が多様化している。

青少年に対する教育は学校が中心となっており、地域の青少年教育においては、その期待される役割を十分に果たしていない。

文部科学省では中央教育審議会において「新しい時代に求められる青少年教育の在り方について」（2008年）を諮問。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 青少年教育

概説

【出典】総務省統計局「就業構造基本調査」、労働省政策調査
部で特別集計（～1997年）、総務省統計局「労働力調査詳細
集計」（2002年～）

キーコンセプト
①人材：ニート・フリーター対策、②仕組み：就業率の向上、③展望：青少年の多様化するニーズへの対応、地域
における青少年教育の実施

高校生・大学生等の就職内定率の推移ニート状態の若者の推移 フリーター数の推移

【出典】大学等卒業予定者就職内定状況等調査（厚生労働省・文部科
学省共同によるサンプル調査）、厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）大学生については、各年4月1日現在、高校生については、各年3
月末現在.

左図：
フリーターから正社員への転職状況（18～29歳、正規課程の学生年、専業主婦を除く）

※フリーター期間が半年以内の場合、男性では約６割、女性では約８割が正社員になっ
ているが、フリーター期間が３年を越える場合、正社員になれた率は男性で約５割、女性
で約３割であり、フリーター期間が長いと正社員になることが難しくなる。

【出典】独立行政法人労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就
業行動と移行過程―包括的な移行支援にむけて―」2006.  
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高齢者人口は総数及び総人口に占める割合共に増加し続け、今後75歳以上の後期高齢者の増加することが予測されている。

第1号被保険者総数に対する要介護(要支援)認定者数の割合は平成20年度末から平成22年度末にかけて0.9％増加し、65歳以上
高齢者の約6人に1人が要介護もしくは要支援が必要な状態になっている。

既に要介護･要支援となっている高齢者に対しての施設サービス、介護予防の居宅サービスといった各種のサービスの必要性が高
まると同時に、認知症患者とその家族に対する認知症サポーターなど、地域住民や企業による支援が広がりをみせている。

３－２ 医療・福祉とユニバーサルデザイン 健康増進・高齢者福祉・介護

概説

平成23年の高齢者人口は2980万人で、総人口に占める割合は
23.3％であった。前年に比べ24万人増（0.2％増）と、人口、割合

共に過去最高となっている。

【出典】総務省統計局 （平成12年まで「国勢調査」、平成14年及び15
年「推計人口」、平成17年以降「日本の将来推計人口－平成14年1月
推計」.

キーコンセプト ①人材：支援人材の必要性の浸透と育成、②仕組み：支援する側･必要とする側のマッチングの迅速化･効率化、
③展望：家族が抱え込まないための地域ぐるみの高齢者福祉支援

【出典】厚生労働省 介護保険事業状況報告 月報（暫定版）.

第1号被保険者数と要介護(要支援)認定者数の推移
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生活保護の世帯数・人数、年推移
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【出典】厚生労働省.

1990年代以降の経済の低迷を背景に、生活保護の受給は世帯数・人数ともに増加し続け、財政の大きな負担となっている。受給数の増加に伴
い、生活保護現業員（ケースワーカー）の配置数不足も増加傾向にある。

高齢者での生活保護の増加はそれ以外の世代を上回り、平成21（2009）年では、65歳以上人口に占める65歳以上の生活保護受給者の割合は
2.37％と、全人口に占める生活保護受給者の割合（1.31％）より高くなるなど、世代間格差、あるいは地域間格差も大きくなりつつある。

一方、生活保護支給額と社会全体の低所得化による逆転現象により、生活保護受給世帯がいわゆるワーキングプアを上回る収入を得る、と
いった状況や、不正受給問題など、生活保護制度の見直しについての議論が活発化している。

３－２ 医療・福祉とユニバーサルデザイン 生活・障害者福祉

概説

生活保護の世帯数･人員は1990年代以降増加し続け、2011年の
被保護世帯数は1,441,767世帯、被保護人員は1,998,975人とな
り、1975年に比べ世帯数で2.04倍、人数で1.48倍に増加している。

【出典】厚生労働省, 福祉行政報告例

キーコンセプト
①人材：提供する側の質の維持・向上、②仕組み：地域で支える受け皿づくり、③展望：高齢化社会、長期不況
下における生活保護のあり方、中長期的観点での財政における生活保護の位置づけの可能性

平成19年度 平成20年度 平成21年度
被保護人員数（総数） 150 154 167
被保護人員数（65歳以上） 62 64 69
保護率（総数） 2.25% 2.28% 2.37%
保護率（65歳以上） 1.18% 1.20% 1.31%

被保護人員数（総数及び65歳以上）、保護率（総数及び65歳以上）

増減数 増減率（%）
4,946 5,032 5,108 76 1.5%

視覚障害 384 383 381 -2 -0.5%
聴覚･平衡機能障害 445 449 452 3 0.7%
音声･言語・咀嚼機能障害 59 60 60 1 1.4%
肢体不自由 2,746 2,788 2,823 36 1.3%
内部障害 1,312 1,353 1,392 38 2.8%

総数

平成19年度 平成20年度 平成21年度
前年比

身体障害者手帳交付台帳登載数の年次推移 （単位:千人）

【出典】内閣府「平成２３年度版高齢社会白書」
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第１回部会での議論に先立ち、委員の皆さんより「今後部会で議論したいテーマと論点」の案を挙げていただいて、一覧表にまとめて

第１回目の資料としたいと思います。挙げていただくテーマと論点の例につきましては、別紙参考資料をご参照ください。 
提出先：審議会事務局 FAX 03-5432-3047 E-mail:sea02005@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

締切 ：平成２４年２月２０日（月） 

第３部会 【視点】 福祉・保健医療、子ども、青少年、教育、男女共同参画 

テーマ（目指すべき目標、将来

像） 
論点（目標達成のための課題、解決すべきこと） 

視点（他部会も含め

関連するもの全て）

用意してほしい資料又は

提供したい資料 
    

    

    

    

    

 

資料４ 

《視点》第１部会～第３部会の各視点から、テーマと論点に関連するものを書いてください。 

コミュニティ・地方自治、情報・コミュニケーション、街づくり、防災、環境・エネルギー、産業・仕事、芸術文化、 

福祉・保健医療、子ども、青少年、教育、男女共同参画（これ以外の場合は具体的に書いてください） 



「部会で議論したいテーマと論点」（テーマと論点の参考例） 

 
第３部会 【視点】福祉・保健医療、子ども、青少年、教育、男女共同参画 

 

テーマ（目指すべき目標、将来像） 論点（目標達成のための課題、解決すべきこと） 
視点（他部会も含め

関連するもの全て） 
誰もが安心して地域で自立した

生活を継続できる社会の実現 

障害や認知症などを区民が理解し、地域で支えていくためにはどのように取り

組むべきか。 
福祉 

地域コミュニティ 

社会参加を進め、生きがいを感じ

られる社会の実現 
高齢者や障害者の社会参加の機会や働く場の確保など、社会で活躍できる場を

どのように創出するか。 
福祉 

産業・仕事 

区民が生涯にわたり健やかでこ

ころ豊かに暮らすことができる

地域社会の実現 

区民が主体的に自分で健康保持・増進を図るようになるにはどうすればよいか。

また、そのための環境整備はどうしたらよいか。 
保健医療 

子どもの成長の支援 子どもたちが自分を大切にし、すこやかに育つことのできる社会のあり方につ

いて。 
子ども、教育 

地域とともに、未来を担う子ども

を育てる 
これからの社会を生き抜く力を持つ子どもを育成するためには、どのようにす

べきか。 
子ども、教育 

男女がそれぞれの個性と能力を

十分発揮できる社会の創出 
男性も女性も性別に関わりなく、一人ひとりがかけがえのない存在として尊重

され、伸びやかにその人らしく生きることができる社会の創出に向けて、あら

ゆる分野での男女共同参画の促進を図るにはどのようにすべきか。 

男女共同参画 

 

資料４－１ 



「世田谷区基本構想審議会」部会日程調整のための調査表

平成２4年４月 【委員名】　

４／２２（日） ４／２３（月） ４／２４（火） ４／２５（水） ４／２６（木） ４／２７（金） ４／２８（土）

午　前

午　後

夜

平成２４年５月

４／２９（日） ４／３０（月） ５／１（火） ５／２（水） ５／３（木） ５／４（金） ５／５（土）

午　前

午　後

夜

５／６（日） ５／７（月） ５／８（火） ５／９（水） ５／１０（木） ５／１１（金） ５／１２（土）

午　前

午　後

夜

５／１３（日） ５／１４（月） ５／１５（火） ５／１６（水） ５／１７（木） ５／１８（金） ５／１９（土）

午　前

午　後

夜

５／２０（日） ５／２１（月） ５／２２（火） ５／２３（水） ５／２４（木） ５／２５（金） ５／２６（土）

午　前

午　後

夜

５／２７（日） ５／２８（月） ５／２９（火） ５／３０（水） ５／３１（木）

午　前

午　後

夜

※事前のご提出をお願いします。

締切　：平成２４年２月２０日（月）
提出先：審議会事務局 FAX 03-5432-3047 E-mail:sea02005@mb.city.setagaya.tokyo.jp

資料５

terasawak
テキストボックス



第２回部会以降のスケジュール調整表 

 
第１回部会では、部会において議論するテーマと論点の案を挙げ、次回（第２回）の日

程と、以降の概ねの開催時期を決めます。 
 

回 テーマ（目指すべき

目標、将来像） 
論点（目標達成のための課題、解決すべき

こと） 
開催時期 

第２回   
 

 

第３回    

    

    

    

    

資料６ 



平成２４年２月

最近の社会動向について

世田谷区基本構想審議会資料

terasawak
テキストボックス
　資料 ７　
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1-1 コミュニティと自治

きずなの新たな創造

身近な自治

グローバル化と社会的包摂

1-2 コミュニケーション ICTの利活用

2-1 まちづくり・都市開発と地域価値創造

地域ブランド

知識社会へのシフト

都市インフラの整備

文化の創造

2-2 防災と安全・安心
東日本大震災を踏まえての防災意識・体制

犯罪情勢の急激な変化と住民活動の増加

2-3 地域経済・産業と雇用
新産業創造と産業再生

都市観光（アーバンツーリズム）

2-4 環境保全・環境共生・環境創造

地球温暖化

環境と経済

資源の有効利用（森林）

3-1 少子化・子育て・人材育成

人口動態

子育て

初等・中等教育

青少年教育

3-2 医療・福祉とユニバーサルデザイン
生活・障害者福祉

健康増進・高齢者福祉・介護

目 次
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【出典】文章・図表と
も、GooリサーチHP
（NTTレゾナント株式

会社調査結果）
http://research.goo.n
e.jp/database/data/0
01315/.を元に作成.

都市化や核家族化、少子化など、子育てや家庭教育を支える地域の環境が変化する中で、親子のコミュニケーションなどによって育
まれる家族のきずなをベースとした地域コミュニティの再生と同時に、家族がいない人たちのつながりづくりが課題となっており、トー
タルとしての地域社会とのつながりの再構築が重要視されている。

さらに東日本大震災、そして東京電力福島第一原子力発電所の事故などを受けて、これまで関心が薄かった若い世代や被災地へ
のボランティアツアーに参加する、家族との余暇の時間を過ごすケースが増えるなど、ある種の社会的ブームの現象が見られるが、
新たなきずな構築に向けての動きとしてみることもできる。

強くなった
55%

弱くなった
0%

変わらない
44%

答えない
1%

強くなった

弱くなった

変わらない

答えない

性別年代別×現在近所や地域内での付合い・活動をしていない/増やすつもりはない意識

１－１ コミュニティと自治 新たなきずなの創造

概説

Ｑ 今回の大震災が起こる前と比べて、次にあげるような気持ち
に変化があったかどうかを、順にお答え下さい。Ｓ１ あなたは、
震災前と比べて、「家族との絆やつながりを大切にしたい」という
気持ちが、強くなりましたか、弱くなりましたか、それとも、変わり
ませんか。

【出典】読売新聞全国世論調査（2011年9月実施）.

現在、近所や地域内で付合い・活動をしている方は約半数。今後の近所や地域内
での付合い・活動に対する意識は「女性20代」または「単身世帯」層で特に高まって
いる。内訳をみると、‘情報交換’で全体的に「病院や医療」「住まい」に関して、‘地域
活動への参加’で「地域内サークル・クラブ」や「ボランティア」意識がやや高まり、震
災の影響等が少なからず関係している可能性がある。

キーコンセプト
①人材：ボランティアなど新しい公共の担い手の育成、②仕組み：ＩＣＴの利活用によるソーシャルビジネスの活発
化、③展望：互酬的な支援関係の構築

現在 今後

全体（n＝1074） 42.2 47.1

男性20代（n=106） 65.1 67.9

男性30代（n=107） 54.2 54.2

男性40代（n=107） 45.8 49.5

男性50代（n=105） 35.2 44.8

男性60代以上（n=110） 30.0 38.2

女性20代（n=110） 59.1 49.1

女性30代（n=110） 45.5 49.1

女性40代（n=109） 29.4 33.9

女性50代（n=106） 31.1 42.5

女性60代以上（n=104） 26.0 42.3

現在 今後

全体（n＝1074） 42.2 47.1

単身世帯（n=187） 70.6 57.2

夫婦のみの世帯（n=255） 40.8 47.5
夫婦と未婚の子のみの世帯（n=452） 31.9 42.3
ひとり親と未婚の子のみの世帯（n=68） 51.5 52.9
三世代世帯（n=55） 34.5 41.8

その他（n=57） 33.3 49.1

世帯構成別×現在近所や地域内での付合い・活動をしていない/増やすつもりはない意識
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住民参加を通じて、民主的な自治能力（ガバナビリティ）を高めることが必要となり、また、「ローカル・ガバメントから都市ガバナンス
へ」という流れの中で、自治体は官民のパートナーシップの仕組みと活動の体系を具体的に築いていくことが求められている。

さらに、参加にとどまらず、公共において主体的な役割を担う存在として、自治的コミュニティは注目されており、住民、企業及び行政
は、それぞれが公共の一部を担うという意識をもって、主体的に政策形成・政策決定に関わっていくことが不可欠となる。

その中で、例えば市民と行政が協働して進めるまち美化等の活動＝「アダプトプログラム」は、身近な自治を体感し実践するのみで
なく、その地域が持つ特性を踏まえた取り組みを進めれば、新たな自治的コミュニティのきずなの創出にもつながるものと期待できる
ため、世田谷区ではどのように自治を進めていくべきかを考えるヒントともなる。

１－１ コミュニティと自治 身近な自治

概説

キーコンセプト ①人材：市民や企業など多様な地域の主体の参加、②仕組み：アダプトプログラム、③展望：新たな公共の担い
手の受け皿の創出

行政（市及び県）と活動者（アダプト・プ
ログラムを実施しようとする市民団体
等）が、双方の合意に基づいて役割分
担を定め、お互いの協力のもとにまち
美化を進めている。
活動者は基本的に年6回以上の美化

活動を行い、その他日常的に美化活
動や市への情報提供を行う。
市は活動者がアダプト・プログラムに
よって集めたごみの処理や各種清掃
用具の支給をし、また、アダプト・プロ
グラムでの活動中に事故にあった場
合、鎌倉市市民活動事故見舞金等支
給要綱に基づいて見舞金を支給する。

近年、里山管理・棚田オーナー制度など住民参加型の自然環境管理の取り組みが全国各地で行われており、その内容は単なる市民活動単独ではなく、
行政と地域住民及び市民団体による協働活動がみられる。このような中、住民・企業が行政の支援のもと、美化活動を中心として公共空間の維持管理に
関わる「アダプトプログラム」が全国各地で実施されるようになっている。
アメリカテキサス州が1985年に始め、その後全米に広がり、新しい清掃美化、散乱防止の手法として、日本でも1998年に導入され、現在では350以上
（2009年11月時点）の自治体が導入している。

【出典】文章・図表とも、鎌倉市HP：http://www.city.kamakura.kanagawa.jp/kan‐
hozen/adopt‐top.html,  津賀高幸・近藤隆次郎「住民参加型の環境管理方法としてのア
ダプトプログラムの特徴」（http://www.dynax‐eco.com/repo/report‐13.pdf）.
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地域社会では､グローバル化による経済のボーダレス化によって､アジアからの流入人口が増加するようになり、地域社会としてどの
ように受け入れていくかといった社会的包摂の視点が重要となるその一方で、地場産業の海外進出が盛んになり､産業の空洞化が
深刻な課題となっている。

地場産業や農村での外国人受入れを進めると同時に、自治体が積極的に行っている施策が観光客の誘致であり、2020年までに
2000万人の観光客の日本への受入れを目指して観光庁が立ち上がり､各自治体もアジアをターゲットとして観光戦略を立て始めて
いる｡

グローバル化に対する攻め姿勢を取るならば、地域やコミュニティが持つ潜在的な価値自体を高めていく必要があり、個性に彩られ
た独自性を発揮することが重要となるのであって、それらを育むものが地域の生活であり、コミュニティという場である。

【出典】毛受敏浩「グローバル時代の自治体の国際化戦略への提言」（SRI  2009.12.No.97）pp.3‐9.

１－１ コミュニティと自治 グローバル化と社会的包摂

概説

我が国に在住する外国人人口（164万８千人）を国籍別にみると、「中国」が46万
人（外国人人口の27.9％）と最も多く、次いで「韓国、朝鮮」が42万３千人（同
25.7％）、「ブラジル」が15万３千人（同9.3％）、「フィリピン」が14万６千人（同
8.9％）などとなっている。外国人人口に占める割合を平成17年と比べると、「韓
国、朝鮮」が4.7ポイント低下、「ブラジル」が4.6ポイント低下しているのに対し、
「中国」が5.2ポイント上昇した。
これにより、調査開始以来初めて国籍が「中国」の者が「韓国、朝鮮」の者を上
回った。

キーコンセプト
①人材：外国人の積極的受けれ、地域経済人材の育成、②仕組み：国際観光など新たな地域価値の創出、③展
望：地域と外国とが直接つながった新たな交流パターンの創出

都道府県人口に占める外国人人口の割合
（平成22年）

【出典】文章・図表とも、平成22年国勢調査人口等基本集計結果（結果の概要）、 pp.23‐25.

外国人人口（164万８千

人）を都道府県別にみ
ると、東京都が31万９千

人（外国人人口の
19.3％）と最も多く、次い
で大阪府が16万５千人
（同10.0％）、愛知県が
16万人（同9.7％）、神奈
川県が12万６千人（同
7.6％）、埼玉県が８万９
千人（同5.4％）となって

おり、これら５都府県に
住む外国人人口は、我
が国に住む外国人人口
の約半数（同52.1％）を

占めている。
都道府県人口に占める
外国人人口の割合をみ
ると、東京都が2.5％と

最も高く、次いで愛知県
が2.2％、大阪府が
1.9％などとなっている。

国籍別外国人人口の割合の推移－全国（平成７年～22 年）
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大都市圏における人口の高齢化は、コミュニティとのつながり＝地縁を希薄化し、無縁社会化を引き起こしているのに対し、ICTの利
活用による新たなネットワークによる知縁の創造が期待されているが、現状では、ICT利活用ニーズに関する課題、人材に関する課

題、関係主体の連携に関する課題及びコスト負担に関する課題がある。

例えば、地域における高齢者の割合の高まりや、若年層の都市部への流出等が続く中で、高齢者等を取り巻く課題の解決へのICT
の貢献が期待されるが、インターネットの利用率は高齢者層では依然として低く70～79歳で39.2％、80歳以上で20.3％となっている
等、高齢者は必ずしもICTＴに親しんでいるとはいえない現状にあるため、ICTの利活用が苦手な高齢者等に寄り添った解決策を地
域全体で立案していくことが重要となっている。 【出典】ICT地域活性化懇談会「ICT地域活性化懇談会提言」（2011年7月）.

１－２ コミュニケーション ICTの利活用

概説

キーコンセプト
①人材：地域ＩＣＴ人材の育成・活用の推進、②仕組み：地域におけるＩＣＴ利活用基盤整備・ 官民情報連携の推

進、③展望：様々な分野におけるＩＣＴ利活用による地域活性化

年齢階級別インターネット利用率の推移（個人）

【出典】総務省「ICT利活用システムの普及促進に関する調査研究」（2011年3月）.

ICT]利活用事業における地域の課

題解決の考え方（実施自治体）

【出典】総務省「ICT利活用システムの普促進に関する調査研究」（2011年3月）.

ICT利活用事業による地域の課題解決について、既に事業を実施している地方自治体では、約4分の3が「所定の成果が上がっている」又は「一部であ

るが、成果が上がっている」と回答している。
他方、事業未実施の地方自治体では、「役立つ・役立つ可能性が高い」との回答は30.2％あるものの、4.8％が「役立たない・役立つ可能性が低い」、
46.4％が「どちらともいえない」としており、約半数の地方自治体でICT利活用が地域の課題解決に有効であるかどうか判断が付いていない状況にある。

【出典】総務省「平成２２年通信利用動向調査」（2011年5月）
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【出典】「住んでみたい街ランキング 2011」㈱マクロミル.

地域ブランドは、観光地や特産品などを中心とした元々その地域にある代表的な特徴からイメージ作られてきたが、近年地域の資
源を発掘し、新しい地域ブランドの創出によりまちづくりに活力を与える活動が盛んになっている。

地域の親しみやすさや認知度向上などを目指して作られるいわゆる“ゆるキャラ”といわれるキャラクターは話題を集め、地域ブラン
ドの認知向上に一役買うことも多いが、安易な設定により逆に地域にマイナスイメージを与える場合も出てきている。

既存の特徴を維持するだけでなく、新しい建物や開発などのスポット、B級グルメのような地域だけで親しまれてきた特徴の発信と
いった新規の特徴を加えることで地域ブランドの強化を図る動きが強くなっている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 地域ブランド

概説

世田谷区に関わるキャラクターでも複数あり、
企業により作られ利用されているキャラク
ターもある。

キーコンセプト
①人材：ブランドアイデンティティを育成・発信・強化する人材育成、②仕組み：地域の特徴（アイデンティティ）を
見出す機会の創出、③展望：独自の地域ブランドの確立

玉川地区キャラクター
「たませみ」

世田谷区ユニバーサルデザ
イン推進キャラクター

「ユニバーさるの“せたっち”」

世田谷区タウンの「セティ」

【出典】e‐まちタウン（e‐まちタウン㈱）.

【出典】「地域ブランド調査2010」㈱ブランド総合研究所

■住みたい街ランキング（関東)

全体（n=9008)
順位 駅名 (％) (人)

1 吉祥寺 12.3% 1106

2 恵比寿 6.6% 592

3 横浜 6.2% 562
4 自由が丘 5.0% 453

5 目黒 4.2% 377

6 池袋 3.6% 326

7 鎌倉 3.6% 325
8 品川 3.5% 313

9 二子玉川 3.2% 286

10 中野 3.1% 279

11 高円寺 3.1% 277
12 下北沢 3.1% 277

13 新宿 3.0% 269

14 中目黒 2.6% 235

15 渋谷 2.5% 226
16 三鷹 2.4% 216

17 たまプラー 2.1% 192

18 荻窪 2.1% 190
19 武蔵小杉 2.1% 185

20 三軒茶屋 2.0% 183

■東京都の地域資源への評価

 地域資源 ％ 全国順位
 道路や交通の便がよい 45.0  1位
 魅力的な美術館・博物館がある 30.7  1位
 スポーツの参加・観戦が楽しめる 27.0  1位
 魅力的な商店街や店舗がある 26.6  1位
 地域を代表する産業や企業がある 17.6  2位
 食事がおいしい 16.3  6位
 歴史人物、著名人、職人などにゆかりがある  14.9  7位
 魅力的な温泉やレジャー施設・公園などがある 14.8 24位
 魅力的な伝統芸能、祭り、イベントがある 14.5  7位
 魅力的な街並みや歴史建造物がある 12.7 10位
 泊まりたい宿泊施設がある  11.2  4位
 買いたい土産や地域産品がある 9.8 10位
 優れた伝統的技術がある 7.0  7位
 海・山・川・湖などの自然が豊か 2.0 47位
 人のよさや優しさ、おもてなしがよい  1.1  46位
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一生懸命に働き、金持ちになる まじめに勉強して名をあげる

自分の趣味にあった暮らし方をする のんきにくよくよしないで暮らす

どこまでも清く正しく暮らす 社会のためにすべてを捧げて暮らす

【出典】｢通信利用動向調査」総務省 平成22年調査.

これまでの工業化社会から、知識や情報が中心となる知識社会へシフトしていると言われて久しいが、知識社会においては、物質
的な豊かさを前提とした精神的な豊かさや時間を享受する、というライフスタイルの実現が求められている。

精神的な側面が重視される知識社会にシフトした環境では、多様な価値観が存在し、そういった多様な価値観認めることで地域が
発展していくが、ITや情報のリテラシー格差が生じ、地域・世代などにより対応が必要となっている。

地域価値創造においては、地域ブランドの重要性も増し、イメージや多様な価値観という客観的に共通認識を持つことが難しい要素
を、地域に関わる住民や行政などの関係者がいかに認識していくか、という取り組みが必要となる。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 知識社会へのシフト

概説

【出典】「日本人の国民性調査 第12次調査」統計数理研究所 2008 年.

キーコンセプト
①人材：知識や情報リテラシー能力の高い人材育成、②仕組み：IT格差にも配慮した幅広い情報発信による情

報共有・浸透の仕組みづくり、③展望：多様な価値観を認め合う豊かな地域社会の実現



9

首都圏における重点密集市街地の

状況
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東京都区部には地震等の災害時に大きな被害が想定される木造密集市街地が多く残っている。木造密集市街地は狭あい道路や
公園など都市基盤整備の必要性が高いが、狭小土地、世帯主の高齢化や複雑な権利関係などにより、建て替えが進み難い。

不燃化率は増加しているが、都心3区に比べ周辺区部では60％前後が多く、地震等において大規模火災の被害を受ける危険が高く
なっている。

個性的で魅力のあるまちづくりと同時に、まちづくり推進における住民合意形成の仕組みづくりや支援体制構築へ民間企業の知恵
を取り入れる柔軟な取り組みなど、災害に強いまちづくりを推進することが、地域価値を高める上でも重要となっている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 都市インフラの整備

概説

首都圏では東京都に重点密集市街地は集中している。密集市街地は、地
震等の大規模災害時に被害拡大を引き起こす可能性が高い。

【出典】「首都圏白書 平成20年」国土交通省.

キーコンセプト
①人材：市民における地域特性に応じたまちづくりを推進するセンスの醸成、②仕組み：住民の合意形成や住民
意識向上への柔軟な対応、③展望：個性的で魅力的なまちを支える災害に強いソフト面･ハード面での支援体制

不燃化率（建築面積ベース）
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東京区部の不燃化率は、平成18年には都心3区で90％程度となった
ものの、6割以下の区も多くなっている。

【出典】「東京の土地利用 平成18年区部」 東京都.
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住んでいる地域の文化的環境の満足度
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【出典】「文化芸術関連データ集」 文化庁長官官房政策課 平成22年2月.

地域の文化は、歴史的建造物や祭りなど地域で保存・伝承されてきたもの、芸術や匠など住民の個人活動から発展しているもの、
美術館などの文化施設が育成・振興を図り広げているものなどがある。

少子高齢化の進行などによる人間関係の希薄化やコミュニティの崩壊などをつなぎとめるためにも、地域の文化活動の必要性は高
いが、芸術文化に関する予算は年々減少し、文化施設建設などのハコモノからソフト面での支援に重心が移っている。

地域の文化活動の主役は住民であり、住民活動を活発化させるための計画や仕組みづくりなど、官民やNPO組織などが連携し地
域の実情に応じ継続的に支援していくことが求められている。

２－１ まちづくり・都市開発と地域価値創造 文化の創造

概説

【出典】「文化に関する世論調査」内閣府 平成21年11月調査.

キーコンセプト
①人材：市民における地域文化活動に対する理解の促進、②仕組み：文化に対する住民ニーズを反映する仕組
みを作り住民の参加意識を高める、③展望：文化活動の機会と、地域文化の独自性の確保

芸術文化経費の推移

住んでいる地域の文化的環境の満足度は、町村で満足している割
合が高い。東京都区部は「満足していない」割合が他の都市より低
くなっている。

文化
施設
建設
費

文化
施設
経費

芸術文
化事業
費
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東日本大震災やそれにともなう原発事故の発生以降、防災に対する人々の意識が向上し、ハード面だけではなく、コミュニティ面で
も災害に強いまちづくりに取り組む気運が高まっている。

一方、東日本大震災においては、長期間にわたって多くのボランティアが被災地等で活動し、内閣府では、ボランティアを地域で受
け入れる環境・知恵などのことを「受援力」（支援を受ける力）と名付け、地域外のボランティアの力をうまく引き出すことの重要性を
強調している。

地震、火災、水害など個別の災害への対策とともに、災害の予防や発生時の対応に関して適切に地域コミュニティが対応できるよう
にすることが求められ、特に「災害弱者」と呼ばれる、高齢者、子ども、外国人などへの配慮が必要である。

２－２ 防災と安全・安心 東日本大震災を踏まえての防災意識・体制

概説

Ｑ 東日本大震災・原発事故以降、あなたの防災に対する意識は
高まりましたか。

【出典】読売新聞全国世論調査（2011年9月実施）.

東日本大震災における災害ボランティア活動参加者数

（注）各地の災害ボランティアセンターに登録の上、活動に従事した人の数。

災害ボランティアセンターの設置状況（2012年1月17日現在）
岩手県：２４、宮城県：１１、福島県：３０、茨城県：1、栃木県：3、長野県：1 計：７０

【出典】全国社会福祉協議会・全国ボランティア・市民活動振興センター.

キーコンセプト
①人材：災害ボランティアなど地域の防災力向上の担い手の育成、②仕組み：地域内外のボランティアらと、地
域内の地縁組織等の連携、③展望：「受援力」の向上、災害弱者への配慮

高まっていな
い

1.4%

高まった
47.8%

まあ高まった
42.6%

あまり高まっ
ていない

8.2%

18,400
34,900

47,100
60,500

97,600

125,900
129,400

171,800

156,400

59,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

福島県

宮城県

岩手県

（人）



12

刑法認知件数や検挙率の動向からは、2000年代前半と比較すればいずれも治安状況は改善されているが、長期的な比較からは、
刑法犯認知件数は多く、検挙率が低い状況が続いている。

一方で、インターネット等の通信ネットワークやコンピュータ等の普及により、サイバー犯罪など新たな犯罪が増加し、これらに巻き込
まれる人々も増えている。

地域の犯罪を未然に防ぎ、特に子どもたちを守るために、地域住民自らが防犯ボランティア活動を実施する事例が全国各地で行わ
れており、国（警察庁）や都道府県、市区町村や、先進的なNPOがこうした取組みを支援している。

２－２ 防災と安全・安心 犯罪情勢の変化と住民活動の増加

概説

サイバー犯罪*及びネットワーク利用犯罪**の検挙件数の推移

（注）*：高度情報通信ネットワークを利用した犯罪やコンピュータ又は電

磁的記録を対象とした犯罪等の情報技術を利用した犯罪
**：その実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利
用する犯罪

【出典】警察庁「警察白書（平成23年版）」.

•刑法犯

キーコンセプト
①人材：防犯ボランティアなど地域の防犯力向上の担い手の育成、②仕組み：地域と、警察や行政、学校、関係
事業者らの連携、③展望：犯罪を起こさせないまちづくり、サイバー犯罪など新しい犯罪への対応

刑法犯の認知・検挙状況の推移

【出典】警察庁「警察白書（平成23年版）」.

防犯ボランティア活動に向けた施策例
• 地域安全安心ステーション事業（活動拠点にパトロール用品の無償貸与や防犯情報提供などの警察による支援を実施）【警察庁】
• 自動車に青色回転等を装備した自主防犯パトロール【警察庁】
• 地域安全マップの作成支援【東京都】
• コンビニ防犯拠点制度【東京都、社団法人日本フランチャイズチェーン協会】
• 子供安全ボランティアリーダー要請講座【東京都、警視庁】
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環境、福祉、教育、地域活性化等、様々な社会問題を、事業（ビジネス）を通じて解決しようとする「ソーシャル・ビジネス」に注目が集
まっている。

英国や米国においてはソーシャル・ビジネスや非営利セクターが生む雇用も大きく、我が国においてもソーシャル・ビジネスによる雇
用拡大が期待されている。

ソーシャル・ビジネスの中核を担う組織の形態は株式会社、NPO法人等、様々であり、当該組織単独ではなく、地域の多様な主体
（他の企業やNPO、住民、行政等）と連携しながら、その事業目的である社会問題に対処すべく工夫を行っている。

２－３ 地域経済・産業と雇用 新産業創造と産業再生

概説

ソーシャル・ビジネスの定義
環境や貧困問題など様々な社会的課題に向き合い、ビジネスを通じ
て解決していこうとする活動の総称。以下の3点が特徴。

• 社会性：現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを
事業活動のミッションとする

• 事業性：ミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動
を進めていく

• 革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供するため
の仕組みを開発したり、活用したりすること。また、その活動
が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出するこ
と。

ソーシャル・ビジネスの市場規模及び事業者数（推計）

【出典】経済産業省「ソーシャルビジネスネット」ウェブサイト.

ソーシャル・ビジネスの事例

【出典】経済産業省「ソーシャルビジネスネット」「ソーシャルビジネス支援環境整備調
査事業」ウェブサイト、各団体ウェブサイト.

キーコンセプト
①人材：ソーシャル・ビジネスの中核を担うソーシャル・アントレプレナーの育成、②仕組み：地域、学校、行政等
とソーシャル・ビジネスの連携、支援、③展望：事業規模と雇用の拡大、行政や地域団体等とともに「新しい公共」
の担い手に

市場規模 事業者数 雇用規模

日
本

約2400億円

（推計）

約8,000事業者

（試算）

約3.2万人（1事業者あ
たり4人と仮定し試算）

英
国

約270億ポンド

（約5.7兆円）

約55,000事業者 約77.5万人

組織名 取組概要

NPO法人

フローレ
ンス

病児保育を、地域毎に子育て経験者を保育スタッフとして登録し、
自宅預かり保育として実施（脱施設型モデル）。月会費制という、利
用者共済型の仕組みで、経費削減と収入の安定化を図っている。

有限会社
ビッグイ
シュー日
本

ホームレスの人たちの自立支援のために、雑誌「THE BIG ISSUE」を

発行。登録したホームレスの人たちに同誌の街頭販売という仕事を
提供し、売上の一部が彼らの収入となる。英国のモデルを日本にも
導入したもので、国内では大阪から全国各地へと拡大している。

株式会社
いろどり

料理のつまものとして使われる葉っぱを、高齢者らが採取し、市場
に販売している、徳島県上勝町における取組。高齢者らがパソコン
、FAX等で情報武装する仕組みを整え、高い売上を上げると共に、
ねたきりの抑制やUIJターンの増加等、地域活性化の効果も現れて

いる。

NPO法人

アサザ基
金

霞ヶ浦の水質汚染の改善を目指す「市民型公共事業」を流域の学
校、住民、企業、農林漁業者、行政等が参加して、湖各地での自然
再生、里山保全、外来魚駆除等の環境保全活動を実施する仕組み
を構築。
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アーバン・ツーリズムとは、旧来の名所・旧跡めぐりではなく、都市の持つ歴史、文化・芸術、町並、雰囲気などの魅力を楽しみ、体験
することであり、「買う」「食べる」といった商業的機能が重要となる。

一方で、まちなかや農村で、その地域ならではの「体験」を求めるツーリストも増加している。その都市ならではのライフスタイルや文
化（生活文化や産業文化を含む）の体験は、独自性ある観光資源になりうる。さらに、メディカル・ツーリズムのように都市機能そのも
のが観光資源となる動きもみられる。

２－３ 地域経済・産業と雇用 都市観光（アーバン・ツーリズム）

概説

訪日外国人の都市・観光地別 訪問率宿泊旅行の目的（複数回答）

都道府県別宿泊旅行者数

【出典】リクルート「じゃらん宿泊旅行調査2011」.

キーコンセプト
①資源：都市本来の商業機能、都市や住民の育んできたライフスタイルや文化、②展望：グリーン・ツーリズム、
エコ・ツーリズム等の「ニュー・ツーリズム」の都市での展開、外国人観光客の拡大と往訪地の拡散

訪日外国人観光客が訪日前に
期待したこと （複数回答）

訪日外国人の都道府県別 訪問率

【出典】日本政府観光局「JNTO訪日外客訪問地調査2010」.

順位 都道府県 訪問率（％）

1 東京 60.3

2 大阪 26.1

3 京都 24.0

4 神奈川 17.8

5 千葉 15.0

訪日前に期待したこと 比率（％）

食事 62.5

ショッピング 53.1

歴史的・伝統的な景観、旧跡 45.8

自然、四季、田園風景 45.1

温泉 44.3

目的 比率（％）

地元の美味しいものを食べる 37.2

温泉や露天風呂 34.9

名所・旧跡の観光 31.5

宿でのんびり過ごす 30.6

まちあるき・都市散策 19.9

友人・親戚を訪ねる 15.5

買い物・アウトレット 14.4

テーマパーク 14

順位 都道府県 宿泊旅行者数（万人）

1 東京 1499

2 北海道 978

3 神奈川 837

4 長野 816

5 静岡 784

順位 都市・観光地名 訪問率（％）

1 新宿・大久保 34.8

2 銀座・有楽町・日比谷 28.4

3 浅草 27.4

4 大阪市 25.4

5 京都市 23.6

6 渋谷 23.3

7 秋葉原 21.6

8 原宿・明治神宮・表参道・青山 19.4

9 皇居 18.9

10 上野・御徒町・アメ横 17.1

11 東京タワー 15.9

12 お台場・有明 14.7
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地球温暖化対策にあたっては、技術的課題の突破に長い人材育成・資金に加え、相当に要する時間的コストがかかることが大きな
課題となっている。

また、気候変動問題のメカ二ズムについては、人口増加率、経済成長率等の前提条件の組み合わせや設定の仕方によっては、排
出シナリオの数が増大し、予想される温室効果ガスの濃度、気候への影響、海面上昇の程度等がその数に比例し増大することが指
摘されている。

現在進行している地球温暖化の状況は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2007年（平成19年）に取りまとめた第4次評価
報告書によると、世界平均地上気温は1906～2005年の間に0.74（0.56～0.92）℃上昇し、20世紀を通じて平均海面水位は17（12
～22）cm上昇している。

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜全般＞

概説

世界の排出量は自然吸収量の2倍を超えており、世界で必要な温室効果ガスの削減は、気温上昇2℃（ラクイラサミット）で、先進国は2020年に25‐40%削
減、2050年に80‐95%削減（IPCC条約バリ合意）が必要となり、世界は2050年に50‐85%削減（IPCC）することが求められる。

キーコンセプト
①人材：地域における市民・企業等の環境力の向上、②仕組み：停止の影響の大きい大規模電源→小規模分
散型電源の確保、多様な再生可能エネルギーなど国産自然エネルギーを拡大し、化石燃料依存度を低減、③
展望：原子力発電への依存度を低減しつつ、スマートコミュニティとCO2削減目標を実現

短期のエネルギー需給を乗り
切る鍵は省エネ、節電。
• 発電所対策（天然ガスシ

フトと高効率化更新）と再
生可能エネルギー対策の
強化

• LNGへの転換スピードを

現在よりも前倒しする（石
油依存を減らし、トータル
での化石燃料リスクは低
減、省エネと再生可能エ
ネルギー投資拡大をあわ
せ、国産エネルギー割合
は、30～35％へ向上）

• 省エネ投資・再生可能エ
ネルギー投資は、国内経
済と雇用にプラスの効果

• 今後10年余の期間で脱

原発への道を、気候変動
対策と両立しながら取っ
ていくことは可能

【出典】文章・図表とも、新大綱策定会議（第
9回）、2011年11月30日、資料第2-2-1号.【出典】平成23年度環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜地域別＞

都道府県別で見ると、事業所の所在地が千葉県（5,214 万tCO2、
9.0%）、愛知県（4,035 万tCO2、7.0%）、広島県（3,603 万tCO2、
6.2%）、兵庫県（3,589 万tCO2、6.2%）、岡山県（3,532万tCO2、
6.1%）、山口県（3,467 万tCO2、6.0%）、茨城県（3,209 万tCO2、
5.5%）、神奈川県（3,062 万tCO2、5.3%）、福岡県（2,908 万
tCO2、5.0%）、大分県（2,542 万tCO2、4.4%）、北海道（2,208 万
tCO2、3.8%）、大阪府（1,638 万tCO2、2.8%）、三重県（1,633 万
tCO2、2.8%）、東京都（1,255 万tCO2、2.2%）、埼玉県（1,222 万
tCO2、2.1%）の順に多く、これらの15 都道府県からの排出量は
報告された事業所からの排出量の74.5%を占めている。

規模別に見ると、上位10 都
道府県のうち、首都圏3、中
部圏1、近畿圏2 となってい
る。それ以外に広島、岡山
が入っているが、これは重
化学工業の立地によるもの
といえる。
一人あたりCO2 排出量を
見ると、人口規模がそれほ
ど大きくなく、かつ重化学工
業の立地している県（大分、
岡山、山口など）で高めに
出ていることがわかる。
一人あたりCO2 排出量の
大きさが、このような意味か
らは、省エネ努力などとは
直接関係ないことに留意す
る必要がある。

都道府県別報告排出量【特定事業所排出者】

【出典】文章・図表とも、環境省地球環境局地球温暖化対策課・経済産業省産業技
術環境局環境経済室「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく温室効果ガ
ス排出量算定・報告・公表制度による平成20（2008）年度温室効果ガス排出量の集
計結果」（平成22年6月18日）.

【出典】文章・図表とも、新地方公共団
体実行計画策定マニュアル等改訂検
討会第２回検討会, 室田委員資料.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜部門別＞

市町村こそ温暖化対策の基本単位であることをもっと強調する必要があり、それぞれの地域での地理的条件、気象条件、地
域の構造等社会的条件は自治体によって異なっており、産業の立地（産業部門）、住まい方（民生部門）、移動の仕方（交通）
も千差万別となる。

したがって、削減対策メニューを全国一律に適用することはできないし、削減見込量を単純に各地域に按分しても、現実的な
計画にならない。各々の自治体の実情に即した削減計画を立案すべきである。

例えば、寒冷地では家庭部門のCO、発生量が温暖地の3倍に達しているが、これが暖房用のエネルギーの影響であることは
容易に推定される。逆に、温暖地では冷房の電力が多くなる傾向があるものの暖房ほどの影響はない。したがって、家庭分
野でのCO2削減対策として、寒冷地では住宅断熱の強化や、効率のよい暖房システムの普及促進などが重点となる。照明・
動力などの需要は、全国的におおむね類似しているので、効率の高い家電製品の導入等が全体に有効である。

【出典】気候ネットワーク編 「地球温暖化防止の市民戦略」中央法規（2005年）. pp.162-165.

日本の部門別二酸化炭素排出量の割合
‐各部門の直接排出量‐

日本の部門別二酸化炭素排出量
‐各部門の間接排出量‐

【出典】http://www.jccca.org/chart/chart04_05.html.

日本の部門別二酸化炭素排出量の推移

【出典】http://www.jccca.org/chart/chart04_04.html.
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２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 地球温暖化＜再生可能エネルギー＞

再生可能エネルギーの導入拡大は、地球温暖化対策、エネルギー自給率向上、エネルギー源多様化、環境関連産業育成等の観
点から、より一層重要となっている。

「エネルギー基本計画」における目標:
「2020年までに国内一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの比率を10％に」

「新成長戦略」における目標：

再生可能エネルギー普及拡大やスマートグリッド構築の推進などにより2020年までに「50兆円超の環境関連新規市場」、「140
万人の環境分野の新規雇用」、「日本の民間ベースの技術を活かした世界の温室効果ガス削減量を13億トン以上」

我が国として3Eを達成しサステナブルな社会を実現するためには、エネルギー交通システム、市民のライフスタイルの転換などを
複合的に組合せたスマートコミュニティの実現が不可欠である。

【出典】文章・図表とも、NEDO再生可能エネルギー技術白書（平成22年7月）.
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「企業の社会的責任」（CSR）の動きに見られるように、経済・社会・環境の側面から、経済活動の主軸をなす企業が果たすべき責任

とそのための具体的行動は、社会の持続的発展可能性を確保することにおいて、極めて重要な要素であるといえる、

環境と経済活動は、保全に加え共生と創造の観点から、融合する方向性を指向するようになっており、すでに環境を対象としたエコ・
ビジネスは発展段階を迎えつつあるが、これに加え業種業態に拘わらず環境配慮型経営を行う企業に対しては、その証左である
ISO・エコアクション21、これに準ずる各地域での環境マネジメントシステムの認証取得と、それに連動する環境報告書の発行などを
もって、融資や投資活動において一定の評価を行う環境ファイナンスの萌芽が見られるようになっている。

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 環境と経済

概説

日本において「環境ビジネス」といった用語が一般化したのは1990年代であり、とりわけ1990
年代の後半には環境ビジネス市場そのものが急速に拡大した。環境省の環境ビジネスに関す
る調査では、1997年の市場規模が24.7兆円、雇用規模が69.5万人であったのに対して、2000
年には市場規模が29.9兆円、雇用規模が76.9万人へと拡大している。
環境省が、上場企業及び従業員500人以上の非上場企業等を対象に、平成21年度に実施し
た「環境にやさしい企業行動調査」によると、4割を超える企業がすでに環境産業を展開してお
り、今後新規参入する予定の企業を加えると、6割以上の企業が環境産業を前向きに位置づけ

ていることが明らかとなりました。このように、環境産業は新たな成長分野として期待されており、
「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～」（平成21年12月閣議決定。）においても、あ
らゆる施策を総動員することにより、2020年までに50兆円超の環境関連新規市場の開拓、
140万人の環境分野の新規雇用を目指している。

キーコンセプト
①人材：環境配慮型の経営人材の輩出、②仕組み：環境ビジネス市場の拡大支援策のタイムリーな実施、③展
望：環境と経済が調和した持続的発展が可能な社会の実現

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO（国際標準化機構）14001 については、

「認証を取得した（一部事業所での認証も含む）」と回答した企業の割合は、上場企業で
77.9％、非上場企業で54.6％となっている。
環境報告書の作成・公表の状況については、有効回答数3,036 社のうち「環境報告書
（CSR 報告書、持続可能性報告書等の一部も含む）を作成・公表している」と回答した企業
が35.9％と、昨年度より2.4 ポイント減少している。

【出典】松岡俊二「国際的な環境ビジネスの潮流と日本の課題」,『SIBA』（静岡県国際経済振興会）, 
Vol.68（2008年）, pp.3-7.

1997年 2000年 2010年 2020年 資料

市場規模
（億円）

247,426 － 400,943 － 1999年度・環境庁調査

－ 299,444 472,266 583,762 2002年度・環境省調査

481,210 673,460 － 2005年度・経産省調査

雇用規模
（人）

695,145 － 867,007 － 1999年度・環境庁調査

1,359,380 1,703,700 － 2005年度・経産省調査

－ 768,595 1,119,343 1,236,439 2002年度・環境省調査

環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の推計結果

【出典】文章・図表とも、環境省「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組に関する
調査結果）平成22年11月.

ISO14001 の認証取得状況の推移

環境報告書作成企業数の推移

キーコンセプト
①人材：環境配慮型の経営人材の輩出、②仕組み：環境ビジネス市場の拡大支援策のタイムリーな実施、③展
望：環境と経済が調和した持続的発展が可能な社会の実現
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生物多様性を保全する森林について、京都議定書では、平成2（1990）年以降に人為活動（「新規植林」・「再植林」・「森林経営」）が
行われた森林の吸収量を削減目標の達成のために算入可能となったため、政府は、京都議定書目標達成計画に定める1,300 万炭

素トンの森林吸収量の確保に向け、森林整備、木材供給、木材の有効利用等の総合的な取組を推進している。

2010年11～12月にカンクンで開催された気候変動枠組条約第16 回締約国会議（COP16）では、森林吸収量の算定方式や伐採木
材製品、途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減等（REDD+）の取扱いについて議論されている。

木材のエネルギー利用は、大気中の二酸化炭素濃度に影響を与えない「カーボンニュートラル」な特性を有しており、化石燃料の代
わりに木材を利用することにより、化石燃料の燃焼による不可逆的な二酸化炭素の排出を抑制することが可能となる。

【出典】平成22年度 森林・林業白書.

２－４ 環境保全・環境共生・環境創造 資源の有効利用＜森林＞

概説

キーコンセプト
①人材：森林ボランティア等新たな人材の育成、②仕組み：CO2吸着機能を活かしたオフセットクレジット制度、

③展望：木材利活用による温暖防止

【出典】文章・図表とも、平成22年度 森林・林業白書.

【出典】文章。図表とも、新宿区資料：共同調査研究事業
成果報告会事例発表「新宿区のカーボン・オフセット協定
について」（平成22年6月1日）.

新宿区と長野県伊那市で「地球環境保全のための連携に関する協定」を締結し、環境省のカーボン・オフセットのモデル事業にも採択されている。（特定者間型オフセット）。
その後、平成21年5月には、「地球環境保全協定」に基づき「伊那市市有林整備実施に関する協定」、「新宿の森の使用に係る協定」、それから「森林整備協定」を締結してい
る。平成21年の6月から整備をはじめ、12月には第1期28.72haの整備を終了し、それに基づき長野県からCO2の吸収量の認証を受け、これが130tのCO2吸収という認証と

なっている。その他に群馬県の沼田市と東京都のあきる野市とも協定等を締結し、新たな自治体間の政策連携を進めている。

オフセット・クレジット（J‐VER）制度の概要
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日本では1989年に合計特殊出生率が急落した「1.57ショック」をきっかけに政府は少子化対策に取り組んできた。

2010年の合計特殊出生率は1.39と対前年で0.02上昇した。2005年の1.26を底に上昇傾向にある。

わが国の人口構造の急速な少子高齢化は、社会保障（特に年金制度）の持続可能性や産業労働力の確保の面で課題となっている。

少子化の主たる原因は、未婚化・晩婚化にあり、また、子どもを生む、生まないという判断は個人の価値観に基づくべきものであり、
国家等の強制・介入等はなじまない部分もある。

今後、急速な少子化の解消は期待できないことから、少子化の進展を前提とした社会・経済システムの構築が不可欠である。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 人口動態

概説

【出典】厚生労働省「平成23年(2011)人口動態統計の年間推計」.

キーコンセプト
①少子化対策としての未婚化・晩婚化防止（ただし、これらは個人の価値観）、②少子化の進展を前提とした社
会・経済システムの構築
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子どもを生み育てることについて、社会・経済的に不利にならない中立的な制度が求められている（子育て施策）が、出生率が上昇に転じている
国（スウェーデン、フランス）では、子どもをもっと増やしたいと考える人や自分の国が子育てしやすい国と考える人が非常に高い。

米国、フランス、スウェーデンでは、ベビーシッターなどのサービスや産前・産後休業制や育児休業制度など種々の制度がかなり利用されている。
一方、出生率の低い日本と韓国では、幼稚園、保育所を除くと、各制度とも2割以下しか利用者がいない。

子育てについての負担感は、フランスを除いて各国とも「経済的負担」が第一位。出生率の低い日本と韓国では、経済的な負担とともに、「自由
時間への制約」についての負担感が大きい。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 子育て

概説

キーコンセプト ①人材：子育てに関する情報の共有化、②仕組み：社会・経済的に不利にならない中立的な制度の構築、子育てについて
の経済的負担の軽減、自由時間への制約の緩和、③展望：各種子育てサービスの拡充と利便性（利用しやすさ）の向上
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【出典】文部科学省「学習到達度調査(PISA2009)」.

都市部では、私立学校で初等・中等教育を受ける場合も多く（公立小学校から私立中学校に進学するケースも多い）、保護者の経済
的負担も大きいが、一方で、保護者側においても教育にお金をかけようと考える人が増えている。

初等・中等教育における教育委員会の役割等、教育行政のあり方も問題視されている（教育への首長部局の関与の是非、教育委
員会廃止論等）。

わが国の初等・中等教育における保護者の主な関心事は「学力」であり、その学力は国際的には必ずしも高いとはいえない。学力向
上が喫緊の課題として認識されている。

幼稚園・保育所等における就学前教育、初等・中等教育、高等教育との連携のほか、地域、家庭、学校との相互連携の必要性が重
要視されている。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 初等・中等教育

概説

【出典】ベネッセ教育研究開発センター「子育て生活基本調査」.

キーコンセプト
人材：保護者の経済的負担軽減、②仕組み：教育行政の仕組みの見直し、③展望：学力向上の取り組み、④各
教育段階における教育機関の連携、地域、家庭、学校の連携促進

ＰＩＳＡ２００６年調査における分野別平均得点の国
際比較

学校教育費の公私比較

教育に必要なお金はかけるようにしている人の推移（平均
値の経年比較、学年段階別）.

【出典】ベネッセ未来教育センター・朝日新聞社
共同調査「学校教育に対する保護者の意識調
査」（2008年）.

学校に期待する教育
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【出典】総務省統計局「労働力調査」.

ニート等の増大に伴い、青少年教育の重要性が高まっている。

景気が低迷している今日においては、就職率も低調であり、企業のニーズに合致した人材育成・青少年教育が求められている。

ニートや引きこもり、不登校などの問題を抱える青少年をはじめとして、青少年教育が対象とする層が多様化している。

青少年に対する教育は学校が中心となっており、地域の青少年教育においては、その期待される役割を十分に果たしていない。

文部科学省では中央教育審議会において「新しい時代に求められる青少年教育の在り方について」（2008年）を諮問。

３－１ 少子化・子育て・人材育成 青少年教育

概説

【出典】総務省統計局「就業構造基本調査」、労働省政策調査
部で特別集計（～1997年）、総務省統計局「労働力調査詳細
集計」（2002年～）

キーコンセプト
①人材：ニート・フリーター対策、②仕組み：就業率の向上、③展望：青少年の多様化するニーズへの対応、地域
における青少年教育の実施

高校生・大学生等の就職内定率の推移ニート状態の若者の推移 フリーター数の推移

【出典】大学等卒業予定者就職内定状況等調査（厚生労働省・文部科
学省共同によるサンプル調査）、厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）大学生については、各年4月1日現在、高校生については、各年3
月末現在.

左図：
フリーターから正社員への転職状況（18～29歳、正規課程の学生年、専業主婦を除く）

※フリーター期間が半年以内の場合、男性では約６割、女性では約８割が正社員になっ
ているが、フリーター期間が３年を越える場合、正社員になれた率は男性で約５割、女性
で約３割であり、フリーター期間が長いと正社員になることが難しくなる。

【出典】独立行政法人労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就
業行動と移行過程―包括的な移行支援にむけて―」2006.  
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高齢者人口は総数及び総人口に占める割合共に増加し続け、今後75歳以上の後期高齢者の増加することが予測されている。

第1号被保険者総数に対する要介護(要支援)認定者数の割合は平成20年度末から平成22年度末にかけて0.9％増加し、65歳以上
高齢者の約6人に1人が要介護もしくは要支援が必要な状態になっている。

既に要介護･要支援となっている高齢者に対しての施設サービス、介護予防の居宅サービスといった各種のサービスの必要性が高
まると同時に、認知症患者とその家族に対する認知症サポーターなど、地域住民や企業による支援が広がりをみせている。

３－２ 医療・福祉とユニバーサルデザイン 健康増進・高齢者福祉・介護

概説

平成23年の高齢者人口は2980万人で、総人口に占める割合は
23.3％であった。前年に比べ24万人増（0.2％増）と、人口、割合

共に過去最高となっている。

【出典】総務省統計局 （平成12年まで「国勢調査」、平成14年及び15
年「推計人口」、平成17年以降「日本の将来推計人口－平成14年1月
推計」.

キーコンセプト ①人材：支援人材の必要性の浸透と育成、②仕組み：支援する側･必要とする側のマッチングの迅速化･効率化、
③展望：家族が抱え込まないための地域ぐるみの高齢者福祉支援

【出典】厚生労働省 介護保険事業状況報告 月報（暫定版）.

第1号被保険者数と要介護(要支援)認定者数の推移
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生活保護の世帯数・人数、年推移
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【出典】厚生労働省.

1990年代以降の経済の低迷を背景に、生活保護の受給は世帯数・人数ともに増加し続け、財政の大きな負担となっている。受給数の増加に伴
い、生活保護現業員（ケースワーカー）の配置数不足も増加傾向にある。

高齢者での生活保護の増加はそれ以外の世代を上回り、平成21（2009）年では、65歳以上人口に占める65歳以上の生活保護受給者の割合は
2.37％と、全人口に占める生活保護受給者の割合（1.31％）より高くなるなど、世代間格差、あるいは地域間格差も大きくなりつつある。

一方、生活保護支給額と社会全体の低所得化による逆転現象により、生活保護受給世帯がいわゆるワーキングプアを上回る収入を得る、と
いった状況や、不正受給問題など、生活保護制度の見直しについての議論が活発化している。

３－２ 医療・福祉とユニバーサルデザイン 生活・障害者福祉

概説

生活保護の世帯数･人員は1990年代以降増加し続け、2011年の
被保護世帯数は1,441,767世帯、被保護人員は1,998,975人とな
り、1975年に比べ世帯数で2.04倍、人数で1.48倍に増加している。

【出典】厚生労働省, 福祉行政報告例

キーコンセプト
①人材：提供する側の質の維持・向上、②仕組み：地域で支える受け皿づくり、③展望：高齢化社会、長期不況
下における生活保護のあり方、中長期的観点での財政における生活保護の位置づけの可能性

平成19年度 平成20年度 平成21年度
被保護人員数（総数） 150 154 167
被保護人員数（65歳以上） 62 64 69
保護率（総数） 2.25% 2.28% 2.37%
保護率（65歳以上） 1.18% 1.20% 1.31%

被保護人員数（総数及び65歳以上）、保護率（総数及び65歳以上）

増減数 増減率（%）
4,946 5,032 5,108 76 1.5%

視覚障害 384 383 381 -2 -0.5%
聴覚･平衡機能障害 445 449 452 3 0.7%
音声･言語・咀嚼機能障害 59 60 60 1 1.4%
肢体不自由 2,746 2,788 2,823 36 1.3%
内部障害 1,312 1,353 1,392 38 2.8%

総数

平成19年度 平成20年度 平成21年度
前年比

身体障害者手帳交付台帳登載数の年次推移 （単位:千人）

【出典】内閣府「平成２３年度版高齢社会白書」
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